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講演 福岡市における大規模都市公園の構成要素に関する特徴 

 

〇正 会 員  蕭 耕偉郎／九州大学   

                   角南萌々子／九州大学 

    高橋 佑京／九州大学 

    出﨑 貴仁／九州大学 

    松島 亘輝／九州大学 

 

１．背景と目的 

都心部における大規模の都市公園は、重要な緑地資源として景観

を形成する上で重要な役割を果たしている。都市公園が担う景観に

おける機能や特性について、出村と川崎（2003）は京都円山公園を

例に、地形を活かした流水、自然を表現した植栽、自由な道まわし、

庭園をとりまく飲食店、周囲との連続性など景観としての構図を明

らかにした。稲飯ら（2014）は、徳島市の都市公園内に存在する緑

地、人工水路、石垣、水域―陸域との接続性といった景観構成要素

が、指標となる生物の生息地としての機能を評価した。西村ら

（2019）は、干拓地の道路、水路、圃場など構成と周囲の地理的状

況を踏まえて、周囲の地形に関わる立体構成から堤防上から眺望さ

れる景観の構成について分析を行った。植田ら（2016）は福岡市内

を中心に駅前広場を対象としてキャプション評価法を用いて駅前広

場の景観構成要素への認識を分析した。蕭（2020）は都市公園にお

ける芝生広場が主な構成要素としての機能や公園利用者の行動への

影響に着目した。 

一方で、都市部おける大規模の都市公園について、その園内の各

種の要素の構成が景観上どのような意味合いがあり、またどのよう

な特徴があるのかについてこれまで研究の蓄積が少なく、特に全国

の政令市の中でも特に大規模の都市公園が多く分布している福岡市

に着目した研究が少ない。 

 

２．研究目的、対象と方法 

２．１ 研究目的と対象 

本研究では、福岡市内の大規模都市公園を事例に、公園内の構成

要素を分析し、公園利用者との関係性を明らかにすることにより、

今後、重要の緑地資源である都市公園の景観デザインにおいて特に

考慮すべき構成要素を抽出することを目的とする。 

本研究では、都市の景観形成上に重要と考えられる大規模の都市

公園に着目するが、国土交通省では、都市基幹公園の種類において、
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「都市住民全般の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に

供することを目的とする公園で都市規模に応じ１箇所当たり面積 10

～50ha を標準として配置する。」もののとして、「総合公園」を定義

している。本研究では、以上の想定のもと、福岡市内の人口集中地

区（DID）に位置する 10ha 以上の総合公園を取り上げる。該当する

7 つの総合公園の特徴を図１、図２と表１に整理する。 

図１の通り、いずれの総合公園も DID 内の鉄道沿線のアクセス性

が良い立地条件にあり、3件が中央区、2件が東区、西区と城南区に

各 1 件分布している。一方、周辺 1km 圏内人口には中央区では平均

8 万人以上であるのに対し、他の区はいずれも 5 万人未満と大きな

落差がある。また、うち 2 件のみ海岸に隣接している。一方、年降

水量、平均気温、合計日照時間や日射量などはいずれも類似した条

件である（表１）。 

対象公園の周辺 1km 圏内における公園部分を除いた土地利用の構

成は、西南杜の湖畔公園、小戸公園、南公園では住宅（戸建てなど）

が、大濠公園、舞鶴公園は共同住宅、青葉公園は山林、アイランド

シティは公共空地が最も多くを占め、公園により大きく異なる特徴

がみられた（図２）。このように、例えばアイランドシティ中央公

園は埋め立て地の新規開発地域に位置し、周辺では空地はいまだに

多く、青葉公園では山林に隣接するのに対し、他のほとんどの公園

周辺は住宅が大半を占めるため、緑地資源である総合公園が周辺地

域への景観上やレジャー空間としての役割も異なると考えられる。 

 

 

図１ 福岡市内における対象とする総合公園の分布 
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表１ 対象となる総合公園に関する周辺基礎条件の整理 

  

 

図２ 対象とする総合公園の周辺土地利用 

 

２．２ 研究方法 

 本研究では、各総合公園内の多様な構成要素を、「緑」、「水」、

「遊歩道」、「広場」、「砂浜」、「グラウンド」、「駐車場・車道」、「構

造物」、「その他」に分類する（図３）。この分類を踏まえて、各総

合公園の基盤地図情報から入手した 2020 年代の航空写真を用いて

10ｍメッシュを作成して、構成要素の分類別にメッシュを色分けし

て、集計を行う（図４）。 

次に、各総合公園における利用者実態を分析するため、本研究で

は株式会社 Agoop が販売する 2019 年 12 月福岡市のポイント型流動

人口データを利用して、複数日（12月 1日、15日などの晴れの日、

休日）の対象公園内における人流データのポイントを、移動速度

（speed<2.5）の条件のもとでデータ抽出を行った。以上から、対象

公園における利用者実態を人流データから把握を試みる（図５）。 

最後に、各総合公園における共通して主要な構成要素を抽出して、

それぞれの人流ポイント数との関係性について重回帰分析を進める

ことにより、総合公園における利用者の滞留に寄与している重要な

構成要素の解明を試みる。 
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図３ 対象公園における構成要素の分類イメージ 

（左上、舞鶴公園；右上・左下、小戸公園；右下、大濠公園；いず

れも著者撮影） 

図４ 航空写真に基づく対象公園における構成要素の抽出作業 

 

図５ 人流データの抽出イメージ 
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３．分析結果 

３．１ 各総合公園における構成要素 

 各総合公園における構成要素の分析結果を図５に示す。大濠公園

を除き、いずれの綜合公園でも「緑」が最も大きな割合を占め、中

でも南公園では 63.7%と特に大きい割合を占める。大濠公園では、

「水」が 52.4%と最も大きい割合を占める。続いて、「遊歩道」と

「広場」がほぼ拮抗しており、アイランドシティ中央公園、小戸公

園では両者ともにおおむね 20%前後を占めるのに対し、青葉公園で

は後者が前者の倍程度の 29.5%を占める。西南杜の湖畔公園では

「遊歩道」と「水」がそれぞれ 20%程度を占めて拮抗している。こ

のように、「緑」が圧倒的に大部分を占める南公園や「水」が大半

を占める大濠公園を除き、各総合公園では「緑」を中心に、「遊歩

道」、「広場」、「水」などの 2 つ以上の構成要素が拮抗し、比較的に

多様な要素によってバランスよく構成されている。 

 

 

図５ 各総合公園における構成要素の分析結果 

 

３．２ 各総合公園における構成要素 

各総合公園における共通して主要な構成要素を抽出し、それぞれ

の人流ポイント数との関係性について重回帰分析を進めるにあたり、

表２の通り、まず大半の公園で一定のメッシュ数を構成する「緑」、

「水」、「遊歩道」、「広場」が主な構成要素として抽出された。次に、

都市における景観形成上として重要なものとして、「駐車場・車道」

や「構造物」などの人工物よりも、開かれて空間として景観上の阻

害にならず、公園における開放感のより楽しめる「グラウンド」を

抽出した。また、「砂浜」についても景観形成上重要な構成要素と

考えられる一方、「小戸公園」にのみに該当する構成要素のため、

割愛とする。これらの構成要素を説明変数として、目的変数である
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人流との重回帰分析を行った。 

まず表３の通り、重相関 R・重決定 R2、補正決定係数がそれぞれ

0.99 となっており、高い相関が確認でき、また、有意 F 値も＜0.05

である。「緑」の変数は t 値の絶対値が 2 以上、p 値が 0.05 となり説

明変数として統計的に有意であることがわかるが、「遊歩道」につ

いては、p 値が 0.06 のため、統計的有意性の点においては若干の疑

義があるが、潜在的な説明変数として十分考えられる。 

 

表２ 抽出する説明変数となる構成要素と目的変数となる人流概要 

 

注：構成要素（単位：メッシュ数）、人流（単位：ポイント数） 

表３ 人流と各構成要素との重回帰分析の結果 

 

 

４．まとめ 

本研究では、福岡市の DID における 7 つの総合公園における多様

な構成要素を分析した結果、各総合公園では共通して「緑」を中心

に、「水」、「遊歩道」、「広場」などの構成要素が相対的に多く配置

されている実態が明らかとなった。本研究の分析結果から、総合公

園の構成要素の中でも、「緑」の存在が利用者の人流に最も顕著に

寄与しており、次に「遊歩道」が潜在的に重要な構成要素として考

えられる。一連の考察から、今後都心部における総合公園のような

大規模の都市公園の景観デザインに際しては、他の構成要素より、

景観形成上でも特に重要と考えられる「緑」の要素を中心に配置し

ながら、遊歩道との適切な組み合わせにより、公園内景観を鑑賞で

きる空間体験に資する構成要素の配置に関する工夫が求められる。 
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講演 フューチャー・デザインによる新たな住民参加手法の試み 

～持続可能な地域を目指して～ 

〇 武田裕之 （大阪大学） 



10 

 

 

 

 



11 

 

 

 

 



12 

 

 

 

 



13 

 

 

 

 



14 

 

 

 

 



15 

 

 

 

 

 



16 

 

 

 

 



17 

 

 

 

 



18 

 

 

 

 



19 

 

 

 

 



20 

 

 

 

 



21 

 

講演 福岡県の景観に関する取組 

 

○ 松下  清 ／福岡県都市計画課 

 小田 孝行／福岡県都市計画課 

 和田亜理紗／福岡県都市計画課 

 古本 陽平／福岡県都市計画課 

１．はじめに 

 福岡県には自然がつくる美しさである「自然景観」、ひとがつく

る美しさである「都市景観」「歴史的景観」、人の活動によって生み

出される「文化的景観」などがある。 

 今回、福岡県が行っている、良好な景観を保全・形成するための

取組を紹介する。 

 

２．景観計画を活用した取組 

 福岡県は、矢部川流域、筑後川流域、京築広域の３つの地域にお

いて広域景観計画を策定し、地域に応じた景観形成基準を設け良好

な景観形成に向けた誘導を行っている。 

図１ 福岡県における広域景観計画策定状況 

図２ 筑後川流域景観計画 景観形成基準 

北九州市

朝倉市

大刀洗町

吉富町

香春町

添田町

新宮町

那珂川市

宇美町

福岡県が策定した広域景観計画
（令和５年１月末時点）

筑後川流域景観計画

矢部川流域景観計画

京築広域景観計画

■景域図

（久留米市、うきは市、小郡市）

久留米市

広川町

大川市 大木町

大刀洗町小郡市

うきは市

筑
後
川

■景観形成基準（特定基準と一般基準）

山の景域 丘の景域 田園の景域市街地の景域丘陵市街地の景域 水郷の景域
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 また、福岡県内１５市町が景観計画を作成し、１町が景観計画作

成へ向け取り組んでいるが、４４市町村は景観計画を策定できてい

ない。県は、地域の特色に応じたきめ細かな景観形成が図られるよ

うに、市町村による景観計画作成を促している。 

 

３．パートナーシップを活かした取組 

福岡県は、行政と住民が一体となった景観形成を進めるため、市

町村、まちづくり団体、教育研究機関とともにパートナーシップに

より美しいまちづくりの実現へ向けて「福岡県美しいまちづくり協

議会」を組織している。福岡県美しいまちづくり協議会では、「福

岡県美しい景観選」「福岡景観フェスタ」「学習会」「体験体感ツア

ー」などの取組を行い、景観に対する県民意識の啓発に取り組んで

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 福岡県美しいまちづくり協議会組織図 

 

４．県が行う事業や支援 

福岡県は、管理している道路などの公共施設を対象に景観に配慮

して整備を行う「景観整備事業」に取り組んでいる。また、市町村

が管理する良好な景観を形成している公共施設の更新工事に対して

財政的な支援を行う「福岡県美しい景観形成推進事業」に取り組ん

でいる。 

 

５．まとめ 

福岡県は、個性豊かで美しく、誇りをもって次の世代へ引き継ぐ

ことができる社会を実現するために、引き続き美しいまちづくりに

取り組んでいく。  

福岡県美しいまちづくり協議会

環境保全

景観保全

まちづくり

建築物保全

里山保全

歴史・文化伝承など

人材育成

NPO等まちづくり団体（69団体）

主な活動内容

福 岡 県

県内の
60市町村

九州大学
九州産業大学
近畿大学など

教育研究機関（8大学）
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論文 景観計画の構成内容と都市の地域性に関する研究 

 

〇学生会員 兵頭竜太朗／九州大学 

正 会 員  坂井 猛／九州大学 

１． 背景と目的 

2004 年に景観法が制定され、法的拘束力を持つ景観計画を各都市

が定めるようになり、現在、全国の自治体 1,718 団体のうち景観計

画を有する団体は 646 団体(37.6%）と増加傾向にあるが、6 割を超

える自治体がいまだに景観計画を策定できていない。また、景観計

画を策定していてもそれ自体が上手く機能していないと思われる都

市もみられる。景観計画の策定に関する研究として、全国の中小自

治体の景観計画の策定過程における体制と住民参加の活動の実態か

ら、住民参加の計画内容への効果を明らかにした研究がある。ま

た、浅野聡らが、景観法制定 10年目に景観計画の全容をまとめて

いる 1)-6)。しかしながら、自治体が策定した景観計画の構成内容に

着目した研究はみられない。景観計画を有する都市を対象として景

観計画の構成内容とその特徴を明らかにすることを目的とする。 

 

２. 研究の方法 

景観計画策定団体数 646 団体のうち、都道府県は 22 団体、政令市

は 20 団体、中核市は 59 団体、その他の市町村は 545 団体である。

本研究では、政令市と中核市で景観計画を策定している 79 団体を

対象とする（表１）。また、参考として中小都市において 10 万人以

上かつ海に面していて景観計画を策定している 61 団体についても

分析を加える。 

 

表 1 対象都市(政令市・中核市) 

地方 【都道府県】団体名 合計

北海道 【北海道】札幌市、函館市、旭川市 3

東北
【青森県】青森市、八戸市【岩手県】盛岡市【宮城県】仙台市 【秋田県】秋
田市【山形県】山形市【福島県】福島市

7

関東

【茨城県】水戸市【栃木県】宇都宮市【群馬県】前橋市、高崎市【埼玉県】さ
いたま市、川越市、川口市、越谷市【千葉県】千葉市、船橋市、柏市【東京
都】八王子市【神奈川県】横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市

16

中部

【新潟県】新潟市【富山県】富山市【石川県】金沢市【福井県】福井市【山梨
県】甲府市【長野県】長野市、松本市【岐阜県】岐阜市【静岡県】静岡市、浜
松市【愛知県】名古屋市、豊橋市、岡崎市、豊田市、一宮市

15

近畿
【滋賀県】大津市【京都府】京都市【大阪府】大阪市、堺市、 豊中市、吹田
市、高槻市、寝屋川市、枚方市、八尾市、東大阪市【兵庫県】神戸市、姫路市、
尼崎市、西宮市【奈良県】奈良市【和歌山県】和歌山市

17

中国
【鳥取県】鳥取市【島根県】松江市【岡山県】岡山市、倉敷市【広島県】広島
市、呉市、福山市【山口県】下関市

8

四国 【香川県】高松市【愛媛県】松山市【高知県】高知市 3

九州
【福岡県】北九州市、福岡市、久留米市【長崎県】長崎市、佐世保市【熊本
県】熊本市【大分県】大分市【宮崎県】宮崎市【鹿児島県】鹿児島市【沖縄
県】那覇市

10

合計 79
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まず、政令市・中核市の景観計画から、各都市の内容を章・タイ

トル（以下、章立て）を中心に調査し項目及び該当項目のページ数

をデータ化し、国土交通省「景観計画策定・改定の手引き」（以下、

景観計画の手引き、国土交通省,令和 4 年）7)と照らし合わせ、各団

体の景観計画の特徴を明らかにする。次に、各団体で全体に占める

ページ数の割合が多い項目と独自の施策などをピックアップし、3

つの基準による類型化を行い都市の規模等に応じた景観計画の傾向

を明らかにする。さらに中小都市の景観計画についても同様の分析

を行い、特徴を明らかにする（図 1、表 2）。 

 

図１ 研究のフロー 

表 2 景観計画の手引き 

 

３. 景観計画の章立ての特徴(政令市・中核市) 

79団体の景観計画の章立てを、景観計画の手引きと照らし合わせ

データ化する。景観計画の手引きに含まれないものも合わせて抽出

したところ、景観計画の手引きの内容が全て含まれている団体（届

出以外の景観形成に関する事項は景観重要建造物又は景観重要樹木

の指定、方針を含む）は 36 団体（45.6%）であった（表 3）。景観

計画の手引きの項目のうち、必須事項や望ましい事項を 77 団体

項目 主な内容

はじめに 景観計画区域

景観の特徴・
課題

景観計画における景観の特徴
良好な景観の形成を図る上での課題

景観形成方針 景観形成の基本理念・目標等
景観計画区域における良好な景観の形成に関する方針

届出等に基づ
く景観形成等

良好な景観形成のための行為の制限に関する事項
届出対象行為、景観形成基準

届出等以外の
景観形成に関
する事項

公共施設に関する事項

景観重要建造物又は景観重要樹木の指定方針

屋外広告物による景観づくり

景観農業振興地域整備計画

自然公園法の許可の基準

景観形成の推
進方策等

行政・市民・事業者の役割等
計画の進行管理（PDCA)等の考え方など
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（97.5%）が景観計画に反映している。景観重点地区等に関する計

画は 69団体（87.3%）が、景観計画に反映している。配慮事項とし

ているのは 8 団体(10.1%)である（表 3）。 

 

４. 政令市・中核市の景観計画の特徴 

景観計画の項目のページ数を一つの指標として取り上げ、①景観形

成の目標・方針（望ましい事項を含む）と届出等に基づく景観形成

等（必須事項を含む）と景観重点地区等に関する計画のページ数を 

 

表 3 景観計画の章立て(政令市・中核市) 

表 4 政令市・中核市の景観計画の項目  (単位：団体数) 

図 2 政令市・中核市の景観計画策定年別団体数と累計 

項目（○ガイドラインに載っているもの） 団体数 割合

景観計画の手引きの内容が全て含まれているもの 36 45.6

○景観計画区域(必須事項） 79 100

○届出等に基づく景観形成等（制限・景観形成基準）（必須事項） 78 98.7

○景観形成方針（基本方針・目標など）（望ましい事項） 77 97.5

○届出以外の景観形成に関する事項（景観重要建造物・樹木）（必須事項） 77 97.5

○屋外広告物に関する規則・誘導 72 91.1

景観重点地区等に関する計画 69 87.3

○公共施設に関する事項 65 82.3

○都市の特徴・特性・課題 52 65.8

○景観形成の推進方策等 47 59.5

眺望景観の保全 19 24.0

○景観農業振興地域整備計画 12 15.2

配慮事項 8 10.1

行動計画・まちづくり 7 8.9

○自然公園法 2 2.5

夜間景観形成基準 2 2.5

広告物活用地区 1 1.3

文化的景観 1 1.3

案内・誘導サイン等の整備 1 1.3
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調べる。②景観計画の総ページ数に対する割合を出す。③ページ数

が最も多い項目を選択する。(25%を超える項目、同ページ数の場合

は該当なし）。④それ以外の場合はばらつきがあると判断する。⑤

該当団体の該当項目の全体に対する割合と分布を算出する。32団体

（40.5%）は景観計画の手引きに含まれていない景観重点地区等の

ページ数の割合が高く、各団体の特徴的な景観を重点的に景観計画

重点地区としている。また、17 団体（21.5%）は景観形成方針のペ

ージ数の割合が高く、各都市の特徴、目標や方針に重点を置いてい

ることが伺える。政令市と中核市を比べると、政令市は 11 団体

（55%）が景観重点地区等に関する計画のページ数の割合が高く、

各都市の顔となる地域を設定し計画を進めていることが考えられる。

一方で、中核市では届出等に基づく景観形成等のページ数の割合が

高い団体もある。さらに 20 団体(33.9%)が該当なしであり、景観計

画の内容にばらつきが見られる。全体に対するページ数の割合に関

して、景観形成の目標方針は 25〜35%に 12団体(70.6%)、景観重点

地区等に関する計画は 35〜50%に 17 団体(53.1%)である(表 4)。 

 

５. 政令市・中核市の類型別にみる景観計画の特徴 

5.1  3 つの基準による分類 

(1)策定時期、(2)人口規模、(3)海に面しているか、により分類し、

景観計画と都市の地域性の関係をみる。 

5.2 策定時期 

景観法制定後、4 年が経過した 2008 年までに景観計画を策定し

た政令市・中核市は 30 団体（79 団体の 38.0%）ある。2011年まで

増加が続いたが、以降は増加数は伸びていない。表 5 より、後発に

景観計画を策定した団体は景観計画の手引きに従って策定している

割合が高い。図 3 より、後発の 49 団体の景観計画は重点を置く項

目にばらつきがみられる（図 2,図 3,表 5）。 

図 3  策定時期別にみる各項目にページ数を割く団体数の割合 
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表 5  策定時期による章立て 

表 6  人口規模による章立て 

5.3 人口規模 

人口を基準に 3 つのグループ(1)50 万人未満、(2)50 万人以上 100

万人未満、(3)100 万人以上に分類したところ、表 6 より、人口 100

万人未満の団体でのみ配慮事項が採用されている（8団体）。図 4 よ

り、人口が 100 万人以上の地域は、6 団体(55%)が景観重点地区等

に関する計画のページ数の割合が高い。人口が 50 万人未満の地域

は、５団体(10%)が届出等に基づく景観形成等のページ数の割合が

高い（表 6,図 4）。 

  

図 4 人口規模 

景観重点地区等に

関する計画

34%

該当なし

33%

景観形成の

目標と方針

23%

届出等に基づく

景観形成等

10%

〜50万人（52団体）

景観重点地区等に関する計画

該当なし

景観形成の目標と方針

届出等に基づく景観形成等

景観重点地区等

に関する計画

50%

該当なし

19%

景観形成の目標と

方針

31%

50〜100万人（16団体）

景観重点地区等に関する計画

該当なし

景観形成の目標と方針

景観重点地区等

に関する計画

55%

該当なし

45%

100万人〜(11団体）

景観重点地区等に関する計画 該当なし

項目（○ガイドラインに載っているもの） 〜2008(30団体) 割合 2009〜(49) 割合

景観計画の手引きの内容が全て含まれているもの 11 36.7 25 51.0

○景観計画区域(必須事項） 30 100 49 100

○届出等に基づく景観形成等（制限・景観形成基準）（必須事項） 29 96.7 49 100

○景観形成方針（基本方針・目標など）（望ましい事項） 29 96.7 48 98.0

○届出以外の景観形成に関する事項（景観重要建造物・樹木）（必須事項） 28 93.3 49 100

○屋外広告物に関する規則・誘導 26 86.7 46 93.9

景観重点地区等に関する計画 25 83.3 44 89.8

○公共施設に関する事項 20 66.7 45 91.8

○都市の特徴・特性・課題 16 53.3 36 73.5

○景観形成の推進方策等 15 50.0 32 65.3

眺望景観の保全 10 33.3 9 18.4

○景観農業振興地域整備計画 5 16.7 7 14.3

配慮事項 2 6.7 6 12.2

行動計画・まちづくり 2 6.7 5 10.2

○自然公園法 1 3.3 1 2.0

夜間景観形成基準 1 3.3 1 2.0

広告物活用地区 1 3.3 0 0

文化的景観 0 0 1 2.0

案内・誘導サイン等の整備 1 3.3 0 0

項目（○ガイドラインに載っているもの） 〜50万(52団体） 割合 50〜100(16) 割合 100〜(11) 割合

景観計画の手引きの内容が全て含まれているもの 24 46.2 7 43.8 5 45.4

○景観計画区域(必須事項） 52 100 16 100 11 100

○届出等に基づく景観形成等（制限・景観形成基準）（必須事項） 51 98.1 16 100 11 100

○届出以外の景観形成に関する事項（景観重要建造物・樹木）（必須事項） 50 96.1 16 100 11 100

○屋外広告物に関する規則・誘導 45 86.5 15 93.8 11 100

○景観形成方針（基本方針・目標など）（望ましい事項） 52 100 15 93.8 10 90.9

景観重点地区等に関する計画 44 84.6 15 93.8 10 90.9

○公共施設に関する事項 42 80.8 14 87.5 9 81.8

○都市の特徴・特性・課題 33 63.5 11 68.8 8 72.7

○景観形成の推進方策等 32 61.5 9 56.3 6 54.5

眺望景観の保全 11 21.2 4 25.0 4 36.4

行動計画・まちづくり 5 9.6 1 6.3 1 9.1

夜間景観形成基準 1 1.9 0 0 1 9.1

広告物活用地区 0 0 0 0 1 9.1

○景観農業振興地域整備計画 7 13.5 5 31.3 0 0

○自然公園法 1 1.9 1 6.3 0 0

配慮事項 6 11.5 2 12.5 0 0

文化的景観 1 1.9 0 0 0 0

案内・誘導サイン等の整備 1 1.9 0 0 0 0
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表 7 海に面しているか否かによる章立て 

図 5 海に面しているか否か 

5.4 海に面しているか否か 

Google map を用いて海に面しているか否かをみたところ、海に 

に面している団体では眺望景観の保全を反映している団体が多い 

(12 団体で 26.1%)。海に面している団体のうち 22 団体(48%)は、景

観計画の景観重点地区等の項目に重点を置く一方で、海に面してい

ない地域では該当なしが 12 団体（37%）である(図 5)。 

 

６. 景観計画の特徴 

6.1 対象都市と方法   

政令市・中核市よりも規模が小さく地形的特徴を持つ都市の景観

計画の傾向や特徴についてみるために、政令市・中核市を除く人口

10 万人以上の都市(278 団体)で地形的特徴として大きな意味を持つ

海に面している団体（73団体）のうち景観計画を策定している団体

（61団体）を対象として、政令市・中核市と同様に景観計画の手引

きを元に章立て・ページ数調査を行う。表 8）。 

6.2 章立ての特徴    

景観計画の手引きの内容が全て含まれている団体（届出以外の景 

項目（○ガイドラインに載っているもの） 海○(46団体) 割合 海×(33団体) 割合

景観計画の手引きの内容が全て含まれているもの 19 41.3 17 51.5

○景観計画区域(必須事項） 46 100 33 100

○景観形成方針（基本方針・目標など）（望ましい事項） 44 95.7 33 100

○届出等に基づく景観形成等（制限・景観形成基準）（必須事項） 46 100 32 97.0

○届出以外の景観形成に関する事項（景観重要建造物・樹木）（必須事項） 45 97.8 32 97.0

○屋外広告物に関する規則・誘導 43 93.5 29 90.6

景観重点地区等に関する計画 40 87.0 29 90.6

○公共施設に関する事項 38 82.6 27 84.4

○都市の特徴・特性・課題 30 65.2 22 68.8

○景観形成の推進方策等 25 54.3 22 68.8

行動計画・まちづくり 1 2.2 6 18.8

眺望景観の保全 12 26.1 5 15.6

○景観農業振興地域整備計画 9 19.6 3 9.4

配慮事項 5 10.9 3 9.4

広告物活用地区 0 0 1 3.1

○自然公園法 2 4.3 0 0

夜間景観形成基準 2 4.3 0 0

文化的景観 1 2.2 0 0

案内・誘導サイン等の整備 1 2.2 0 0
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観形成に関する事項は景観重要建造物又は景観重要樹木の指定方針

が含む）は 33 団体（54.1%）であった。景観計画の手引きの項目の

うち、必須事項や望ましい事項を 98%以上の 60団体が景観計画に反

映している。景観重点地区等に関する計画は 49 団体（80.3%）が景

観計画に反映している（表 9）。 

6.3景観計画の特徴  

政令市・中核市と同様に該当項目のページ数をカウントしたとこ 

 

表 8 対象都市(中小都市) 

表 9 景観計画の章立て(中小都市)注 1) 

表 10 中小都市のの景観計画の項目      (単位：団体数) 

地方 【都道府県】団体名 合計

北海道 【北海道】小樽市、北見市、釧路市 3

東北 【山形県】鶴岡市 1

関東

【千葉県】木更津市、浦安市、市原市、市川市【東京都】港区、品川区、江東
区、江戸川区、大田区【神奈川県】鎌倉市、小田原市、茅ヶ崎市、平塚市、藤
沢市

14

中部
【新潟県】上越市、長岡市【富山県】高岡市【石川県】小松市、白山市【静岡
県】掛川市、焼津市、磐田市、沼津市、富士市【愛知県】半田市

11

近畿
【三重県】伊勢市、桑名市、松阪市、鈴鹿市、津市、四日市市【大阪府】岸和
田市

7

中国
【鳥取県】米子市【島根県】出雲市【広島県】廿日市市、尾道市【山口県】防
府市、岩国市、周南市、宇部市、山口市

9

四国 【徳島県】徳島市【香川県】丸亀市【愛媛県】西条市、新居浜市、今治市 5

九州
【福岡県】大牟田市【佐賀県】唐津市、佐賀市【熊本県】八代市【大分県】別
府市【宮崎県】延岡市【鹿児島県】霧島市【沖縄県】宜野湾市、浦添市、うる
ま市、沖縄市

11

合計 61

項目（○ガイドラインに載っているもの） 団体数 割合

景観計画の手引きの内容が全て含まれているもの 33 54.1

○景観計画区域(必須事項） 61 100

○景観形成方針（基本方針・目標など）（望ましい事項） 61 100

○届出等に基づく景観形成等（制限・景観形成基準）（必須事項） 61 100

○届出以外の景観形成に関する事項（景観重要建造物・樹木）（必須事項） 60 98.4

景観重点地区等に関する計画 49 80.3

○屋外広告物に関する規則・誘導 48 78.7

○景観形成の推進方策等 47 77.0

○公共施設に関する事項 47 77.0

○都市の特徴・特性・課題 37 60.7

○景観農業振興地域整備計画 10 16.4

眺望景観の保全 5 8.2

○自然公園法 4 6.6

行動計画・まちづくり 2 3.3

配慮事項 1 1.6

文化的景観 1 1.6

案内・誘導サイン等の整備 1 1.6

夜間景観形成基準 0 0

広告物活用地区 0 0

項目 中小都市（61団体）
全ページに対する割合

25〜35% 35〜50% 50%〜

景観形成の目標・方針
21

34.4%

13

61.9%

6

28.6%

2

9.5%

届出等に基づく

景観形成等

7

11.5%

4

57.1%

3

42.9%
0

景観重点地区等に関する計画
14

23.0%

4

28.6%

7

50.0%

3

21.4%

ばらつきがある（該当なし）
19

31.1%
/ / /

合計 61 21 16 5
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ろ、21 団体(34.4%)が景観形成の目標・方針のページ数の割合が高

く、14 団体(23.0%)は景観重点地区等のページ数の割合が高い。景

観重点地区を設定している自治体もあるが都市全体の方針にページ

数を割いている自治体は多い。景観計画全体に対するページ数の割

合では、景観形成の目標と方針は 25-35%が 13団体(61.9%)、景観重

点地区等に関する計画は 35-50%が 7団体(50.0%)である(表 10)。 

 

７. おわりに 

景観計画を策定している 140 団体を対象として、景観計画におけ

る章立てを分析し、以下を示した。 

（1）景観計画区域や景観形成方針などの国交章の手引きに示され

た必須事項・望ましい事項は 95%以上の団体が反映し、それ以外の

項目では景観重点地区等の計画と屋外広告物に関する規則・誘導を

80%以上の団体が反映しており、他の項目と比べて景観計画への反

映度が高い。 

（2）策定時期が後発の団体（2009 年よりも後の策定した団体で 49

団体）では 25 団体(51.0%)が景観計画の手引きの内容が全て含まれ

ていて、ページ数調査から 18 団体(37%)が該当なしであり、ページ

数の割き方にばらつきがみられる。人口規模 100 万人未満の団体で

は、届出等に基づく景観形成等の代わりに、届出を要さない配慮事

項を記載している団体が 8 団体(11.7%)であり、人口 100 万人以上

の団体ではみられない。地形的特徴がある地域では眺望景観の保全

の項目を景観計画に反映している団体が多いと考えられる。 

（3）景観計画全ページに対する割合が最も高い項目に関して、政

令市・中核市（79 団体）では景観重点地区等の計画で 32 団体

（40.5%）、中小都市では景観形成の目標と方針で 21 団体(34.4%)で

ある。  
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論文 景観計画の運用手法に関する研究 

〇学生会員 宇野薫子／九州大学 

正 会 員  坂井 猛／九州大学 

 

１．研究の背景と目的 

 国土交通省によると 2022 年 3 月 31 日現在、景観法第７条に基づ

き景観行政を担う自治体、すなわち景観行政団体は 799 団体であり、

このうち景観計画を策定したのは 646団体(80.6％)である。これらの

自治体は、先行的に人材や財源を確保して景観計画を策定し、地域

の実情にあわせた誘導手法を講じている。政令市の 100％、中核市

の約 95％がすでに景観計画を策定して運用しているが、それ以外の

景観行政団体で景観計画を策定したのは約 80％であり、細かく決ま

りを設けて運用している都市もあれば、広く網羅的に運用している

都市もある。各都市の歴史背景や人的リソースは多岐にわたるため、

景観誘導に全国共通の手法をとることは難しく、地域独自の手だて

が求められる。個性あるまちづくりに向けた景観計画の策定と運用

は、景観行政団体である自治体の自主性に委ねられるところが大き

く、その誘導手法も様々である。どのように緻密で立派な計画も実

行が伴わなければ意味をなさないことから、生活環境周辺の景観を

発掘し、景観をまもり、つくり、そだてる、いわゆる景観まちづく

りの運用、誘導手法がより重要性を帯びている。都市によって、運

用面で注力しているポイント、計画の運用方針は様々であり、それ

ぞれの土地の自然や歴史などに影響を受ける。 

 本研究は、景観施策を実行する上で、自然地形や歴史資源などを

ふまえ地域の個性に応じた運用手法を明らかにすることを目的とす

る。これから景観計画を策定・改訂しようという市町村に対し、人

口規模に相応しい運用、どういった環境の都市がどのような運用形

態を有するのが適切かを、すでに景観計画を有する自治体の運用実

態の比較から示したい。 

 

２．既往の研究 

 景観計画に関する研究には、運用面に着目した研究 1)や 2006年度

までに策定された景観計画を分析した研究がある 2)。また、景観計

画の運用面の主な項目である「事前協議」「届出行為」「景観重要建

造物・景観重要樹木」などに着目した研究 3)-6)はあるものの、政令

指定都市や中核市における景観計画の運用実態について、アンケー

トとヒアリングに基づき明らかにした研究はみられない。 
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３．研究の方法 

景観行政団体となっている自治体へのアンケートとヒアリングを

実施した。まず、Web 検索によって各自治体の景観計画の目次から

運用に関する項目を抽出し、自治体ごとの景観計画の運用実態を把

握した。次に、政令指定都市と中核市に対して Email によるアンケ

ートを行った。さらに、政令指定都市に対するヒアリングを遠隔対

面により実施し、運用手法に関する質疑応答を行った。 

 

４．景観計画の運用に関するアンケート 

 景観計画を策定している 17政令指定都市及び 46中核市、計 79団

体に対して届出行為、事前相談/協議、地域資源に関するアンケー

トを実施し、回答を得た 63 団体(79.7%)を対象とする(表 1, 2)。 

 

図 1 研究のフロー 

表 1 対象自治体(赤字は政令指定都市) 

地方 自治体名  

北海道 北海道(旭川市、札幌市、函館市) 3 

東北 青森県(八戸市)、山形県(山形市)、岩手県(盛岡市)、宮城県(仙台

市)、福島県(福島市) 

5 

関東 埼玉県(さいたま市、越谷市、川口市)、栃木県(宇都宮市)、群馬県

(高崎市)、茨城県(水戸市)、神奈川県(横須賀市、川崎市、相模原

市)、千葉県(千葉市、船橋市、柏市)、東京都(川越市、八王子市) 

14 

中部 愛知県(一宮市、豊橋市、豊田市、名古屋市)、山梨県(山梨市)、静

岡県(静岡市、浜松市)、石川県(金沢市)、長野県(松本市、長野

市)、富山県(富山市)、新潟県(新潟市)、福井県(福井市) 

13 

近畿 京都府(京都市)、滋賀県(大津市)、大阪府(堺市、大阪市、寝屋川

市、豊中市)、奈良県(奈良市)、兵庫県(神戸市、西宮市、尼崎市、

姫路市)、和歌山県(和歌山市) 

12 

中国 岡山県(岡山市)、広島県(呉市、広島市、倉敷市、福山市)、山口県

(下関市)、鳥取県(鳥取市)、島根県(松江市) 

8 

四国 愛媛県(松山市)、香川県(高松市)、高知県(高知市) 3 

九州 宮崎県(宮崎市)、鹿児島県(鹿児島市)、大分県(大分市)、長崎県(長

崎市)、福岡県(久留米市、福岡市) 

6 

合計 63 

  

第１章：はじめに

研究の背景と目的,既往の研究,研究の対象,研究の方法

第2章：景観計画の運用に関するアンケート

事前相談/協議の有無,届出物件の件数,届出物件の審査体制

第3章：政令指定都市を対象としたヒアリング

事前相談/協議,景観アドバイザー,届出物件の審査体制,

緑化管理,景観地域資源
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表 2 景観計画の運用に関するアンケート項目 

届出行為 届出物件の審査体制、届出件数 

届出行為を要さない物件の問題点と対策 

事前相談/協議 実施の有無、実施件数、課題点 

地域資源 景観重要建造物・樹木の指定件数、保全制度 

 

 

図 2 事前相談・協議の実施     図 3 届出物件の審査体制 

 

４‐１．事前相談・事前協議の有無、届出物件の審査体制 

 事前相談・事前協議の有無について、義務としている自治体(33

団体)、任意としている自治体(23 団体)、実施していない自治体(6 団

体)、その他と回答した自治体(1 団体)の 4 つに分類された (図 2)。そ

の他について、「尼崎市都市美形成条例に基づき、都市美形成上重

要な地域に該当する計画は尼崎市都市美アドバイザーチームと協議

を実施している」(尼崎市)という回答が得られた。 

 また、届出物件の運用にかかる担当者(技術職と事務職)について、

「技術職のみ」「事務職のみ」「事務職と技術職」に分類したところ、

31 団体（49％）は事務職と技術職が一緒に担当している(図 3)。  

 

４－２．政令指定都市における届出物件の件数 

 2016 年度から 2021 年度の 6 年間における各自治体の届出件数を

集計したところ、京都が約 12,000 件であり、他の自治体に比べて圧

倒的に届出件数が多い(表 3)。これは、京都の計画区域のほとんど

が歴史重点地区に含まれており、その分届出にかかる物件が多くな

ると考えられる（表 3）。 

  

49%

(31団体)41%

（26

団体）

10%

(6団体)

事務職＋技術職

技術職のみ

事務職のみ

52%

(33団体)36%

(23団体)

10%

(6団体)

2%(1団体)

任意

義務

実施していない

その他
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表 3 政令指定都市における届出物件の件数 

 2016 2017 2018 2019 2020 2021 合計 

京都市 1,755 1,888 1,895 1,950 2,217 2,266 11,971 

名古屋市 328 322 731 667 662 609 3,319 

広島市 471 406 429 466 492 534 2,798 

福岡市 316 335 354 360 368 339 2,072 

浜松市 214 231 243 258 258 247 1,451 

岡山市 172 229 194 179 153 141 1,068 

静岡市 181 252 198 128 134 147 1,040 

大阪市 186 180 179 140 184 161 1,030 

川崎市 176 171 167 157 118 137 926 

札幌市 113 121 136 131 120 113 734 

新潟市 116 111 116 145 136 107 731 

さいたま市 109 87 104 118 128 99 645 

千葉市 105 68 73 90 68 71 475 

堺市 73 64 77 73 98 70 455 

仙台市 68 54 81 87 87 64 441 

相模原市 73 62 79 75 82 50 421 

神戸市 71 47 85 88 89 なし 380 

表 4 ヒアリング質問項目 

項目 質問内容 

事前相談・協議 (実施を任意としている行政へ)事前協議を任意としている理由 

景観アドバイザー 景観アドバイザーを導入しているか、している場合は計画のどの段階で

導入しているのか 

 アドバイザーの派遣やアドバイザー会議の開催基準 

届出行為 (届出物件の審査体制が技術職のみでない行政への質問)事務職も採用して

いる理由 

地域景観資源 法に基づく景観重要建造物と条例に基づく地域景観資源など区別化して

いるか。保護制度や助成金制度、管理制限の視点から、違いはあるの

か。 

緑化 緑化部署と景観部署とどのような場面で関わりや連携があるのか 

観光 観光部署との連携、関わり 

表 5 事前相談・協議の実施を任意とする理由 

札幌市 協議に時間がかかるため 

仙台市 人員不足、あくまで届出制度という緩い枠で設定しているため 

名古屋市 事務的な手続きが増えるため 

静岡市 法を超えることはできないため 

京都市 そもそも義務化する必要性を感じていない。申請があったら対応する。 

金沢市 届出が多いため、すべてに協議できない。窓口での対応を重視している 

広島市 法的な強制力を持たない。任意とはいえほとんどの建物で協議を実施できてい

る 

堺市 景観法に義務付けられていないため、条例が法を超えられない 

千葉市 景観法の範囲内で任意としているため 

福岡市 人員が不足しているため 

 

５．政令指定都市を対象としたヒアリング 

 アンケートに対する回答をした 17 政令指定都市のうち、14 自治

体(札幌市、仙台市、千葉市、八王子市、相模原市、静岡市、名古

屋市、新潟市、金沢市、京都市、堺市、神戸市、広島市、福岡市)

を対象として、zoom を用いた遠隔によるヒアリングを実施した(表

4)。 

５－１．事前相談・協議について 

 まず、事前相談・事前協議を任意で行っている自治体(札幌市、

仙台市、名古屋市、静岡市、京都市、金沢市、広島市、堺市、千葉

市、福岡市)に対し、協議を義務化せず任意で行っている理由につ
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いて聞いたところ、法による義務はなく、人員の限界を理由として

いる自治体もあること、本協議で協議できていることが挙げられた 

(表 5)。 

５－２．景観アドバイザーについて 

 行政、事業者等が協働して地域の良好な景観形成を促進するため、

都市デザイン、都市景観、建築意匠、緑化計画、広告デザイン等の

専門家を景観アドバイザーに任命し、事業への助言・指導を行って

いる。景観アドバイザーを事業者や個人への派遣もしくは相談窓口

を設けている自治体と、景観アドバイザーの専門部会として会議を

設けている自治体に分けられる (表 6)。 

５－３．届出物件の審査体制について 

 届出物件の審査や運用にかかる担当の職種について、仙台市、静

岡市、京都市、金沢市、堺市、新潟市、千葉市、福岡市は技術職の

みで担当している。一方、事務職も採用している自治体(札幌市、

名古屋市、神戸市、八王子市、広島市、相模原市)に対し、事務職

を採用している理由について聞いたところ、効率の良い運用のため

に届出対応やイベント等では無理なく事務をこなして、仕事を分担

している (表 7)。 

 

表 6 景観アドバイザーの導入 

景観アドバイザー(事業者や個人への派遣制度、相談) 

札幌市 案件ごとに対応した有識者の派遣 

名古屋市 1 週間に 1 回、事前相談や景観計画をより良くするために行政へアドバイスをもら

う制度。事業者からの依頼で開催。 

新潟市 月 1 回の開催で、相談が来たら対応するアドバイザー制度。主に行政からアドバイ

ザーへの相談。市民が相談も可能。 

堺市 市とアドバイザーだけの会議は、事業者からしたら信憑性がなかったり会議内容

が気になったりすると参加することも。また、大規模建築になると事業者からア

ドバイザーへの参加(説明)をお願いしている。 

千葉市 必要に応じて市からアドバイザーへ相談して、事業者へ返答。会議はない。 

京都市 派遣事務として、まちづくり団体への派遣制度。 

静岡市 申し込みに応じて派遣。 

八王子市 まちづくりアドバイザーとして支援、派遣。 

景観アドバイザー議会(専門部会としての催し) 

札幌市 景観プレアドバイス部会。札幌景観審議会の子部会として設置。 

神戸市 景観アドバイザー専門部会(デザイン協議) 

金沢市 景観審議会の中で専門部会として行う 

広島市 市が建てるものを対象とする。民間の建物にアドバイスをするものではない 

京都市 事前協議の中で、歴史的景観アドバイザーを交えて景観デザインレビューを行

う。 

八王子市 八王子市景観審議会の中で景観アドバイザーを設置。 

福岡市 景観アドバイザー会議を随時開催。 

導入していない 

仙台市 地域のまちづくり団体にアドバイザー(景観の専門家)を派遣。建物単体に使う制度

ではない。 

相模原市 景観アドバイザー制度はない 

表 7 届出物件の審査体制 

事務職も採用 

札幌市 技術職でなくても従事できる業務がある 

名古屋市 景観形成基準は基準を理解すれば事務職でも扱える 

神戸市 直接届出は受け取らないが、電話対応等事務作業をお願いしている。月 1 で勉強

会を開いて指導を行う 

八王子市 運用に関しては建築の知識がなくても業務が行える。事務職もいた方が円滑に

行えるだけなく、啓発イベントなどの業務もある。 

広島市 仕事を分けている 

相模原市 届出の審査は事務職でもできる。景観の部署が景観届出の審査以外も技術職と

ともに行う。屋外広告物も景観部署が担当する。 

技術職のみ：仙台市、静岡市、京都市、金沢市、堺市、新潟市、千葉市、福岡市 
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５－４．地域景観資源について 

 法に基づく景観重要建造物と各市の条例に基づく地域景観資源の

有無について回答が得られた自治体(札幌市、相模原市、静岡市、

広島市、堺市、新潟市、神戸市)を対象に、その区別化や保護制度

や助成金制度、管理制限の視点についてからの違いをヒアリングし

たところ、景観資源の指定や、助成金により保護する動きは現状で

はみられない(表 8)。 

５－５．緑化管理について 

 緑化の管理専門の部署との連携体制、緑化の運用方針をヒアリン

グし、分類化したところ、ほとんど連携の見られない都市がみられ

る一方で、緑化基準作り、緑化の指導、誘導まで連携を取っている

都市(新潟市、相模原市など)もみられる(表 9)。 

 

表 8 地域景観資源の管理 

札幌市 景観重要建造物(法)は許可制：原状回復命令を出せる 

札幌景観資産(条例)は届出を行うのみ：必要な措置に助言や指導 

⇒指定内容の差(所有者への制約が異なる) 

神戸市 神戸市都市景観条例に基づく形の方が多い。神戸市指定景観資源から景観重要建

造物にしようという動きはない。 

静岡市 助成金制度は市でもっていない。法は罰則、条例は勧告 

広島市 地域景観資源の管理は努力義務で、保護制度や助成金もない 

堺市 景観重要建造物・樹木、地域景観資源の選定はない。文化財で保護することが主

であり、景観部門として資源保護するものではない。 

新潟市 資源はあるのに(はずなのに)把握できていない。今後、選定しようとする動きもな

い。 

相模原市 管理制度の違い。景観重要建造物は変更の命令・勧告が可能で、地域景観資源は

前述のような管理はない。 

表 9 緑化管理について 

連携が見られない 

札幌市 建設局の緑の推進課が、景観形成基準にのっとって整備。 

仙台市 100 年の杜推進課で緑化計画 

千葉市 公園緑地部が緑化協議を実施。審査は景観とは独立して動いている。連携はでき

ていない。緑化部署の基準と景観の基準が合わずに、事業者にとって二度手間に

なるパターンもある。 

神戸市 景観計画の基準(公共施設の緑化等)で推進。 

他部署との連携は取れていない。 

静岡市 みどり条例を設置し、緑化部局が管理。 

福岡市 業者にお願いする形にしかならない 

京都市 景観地区・風致地区の規制、景観重要樹木の管理をお願いしている 

広島市 緑化推進部が緑化を管理。 

連携が見られる 

新潟市 景観計画の見直しの際の緑化基準がこれでよいかどうかの相談。最近では、都心

の景観ガイドラインの緑化基準の助言を行う 

相模原市 景観の緑化基準と開発調整課の開発基準条例の緑化基準で、直接連携しているこ

とはないが、互いに基準を満たすように運用。 

名古屋市 緑化率に関しては別の部署が管理。景観面から緑化の指導や誘導を行う。 

八王子市 事業者さんから出てきた案件は届出の中で協議を行う。市役所内(八王子市内)で、

なにか公園や道路の整備を行うなどの案件は、八王子市公共景観形成マニュアル

に基づいて緑化管理。重点区域の中や一定規模以上のものは、緑化協議が発生。 

堺市 風致地区などでは、緑地部が面積などの定量的な緑地をしてもらう。それに対し

て景観部では定量的ではなく緑地の位置を見ているから、緑地化する位置のお願

い、相談。受け入れられないこともある。 

金沢市 市の緑化全体「緑と花の課」で基本計画を設けて保護。その計画の中で景観政策

が担う分野(斜面緑地など)に関して条例で管理し、景観形成を図る。 
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表 10 観光との連携 

観光部署との連携が見られる 

名古屋市 観光客数などのデータの把握はしていないが、観光部局から相談を受けた際に基

準の提示や指導を行う 

神戸市 夜間景観の強化(ライトアップなど)。専門家等から神戸の取り組み(夜間景観)は先

進的であると評価されている。 

八王子市 八王子市のまちなみ景観の部署と東京都の連携で駅前の施設に誘客する(おもてな

しする)フラッグ事業などしている。 

堺市 直接的な連携ではないが、総合計画の変化に連動して計画も改訂する動きがあ

る。今後、堺市として推していきたい場所を設けるなど、観光との連携を取って

いく。 

現在、連携は見られていない 札幌市、相模原市、京都市、千葉市、広島市、静岡市、福岡

市 

歴史的観点から自主的な取り組みを行っている 

仙台市 観光地である仙台城からの眺望を守る取り組み 

金沢市 観光部署から統計をもらってそのデータで景観計画を動かそうという動きはない

が、景観計画から観光へ発展させる動き(1．冬の風物詩 2．眺望景観) 

新潟市 新潟市内だと、歴史的な街並みがあるエリアを誘客地区にしようという市役所全

体としての方向性の中で、景観部門として町並み整備を行う。 

 

５－６．観光産業との関わり 

 現状の観光部署との連携について聞いたところ、(1)ライトアップ

(神戸市)や総合計画に連動した景観計画改訂などについて観光部署

と連携がみられる自治体、(2) 連携がみられない自治体、(3) 歴史的

観点から景観の自主的な取り組みを行っている自治体の 3 グループ

がみられる(表 10)。 

 

６．おわりに 

 政令指定都市と中核市の対象都市にアンケートとヒアリングを実

施し、景観計画の運用に関して以下の傾向がみられることを示した。 

 

(1) 事前相談・協議の実施について、「任意」と回答した自治体でも

「義務化したいがあくまで条例の枠組みでしかない」という自治体

と「義務化する必要性がない」という自治体に分かれる。 

(2) 事業者や個人へ景観アドバイザーを派遣したり、相談窓口を設

けたりしている場合、派遣や相談が実施される回数は少ない。一方、

景観アドバイザー会議で誘導する自治体は、会議の効果がみられて

いる。案件によっては景観アドバイザー会議の結果が必ずしも反映

されないケースもみられる。 

(3) 地域景観資源について、法に基づく景観重要建造物と条例に基

づく地域景観資源の両方を持つ自治体では、管理制限に大きな差は

みられない。 

(4) 緑化担当部署との連携がほとんどみられない都市がある一方で、

緑化基準づくり、緑化の指導、誘導まで連携をとる都市もみられる。

景観施策を有効に行っていくためには、他部署との連携が鍵となる。 
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論文 景観計画の構成内容と運用手法―自治体と民間企業の 

ヒアリングに基づく景観施策の改善 

○学生会員 萩原 望／九州大学 

正 会 員 坂井 猛／九州大学 

学生会員 杜 文茹／九州大学 

1. 序論  

1.1 研究の背景 

景観法が 2004 年に制定されて以来、景観計画を策定した団体数

は年々増加し、799 の自治体が景観行政団体となり、そのうち 646

の自治体が景観計画を策定している（2022年 3月、表 1、図 1）。全

国で景観に協力的な姿勢を見せる企業が増えてきているが、景観計

画をはじめとする景観施策が収益の低下や事業の進行の妨げと感じ

る企業は依然として多い。そのため、景観に配慮した事業が今後も

増えていくためには、民間企業の景観への意識向上に向けた改善策

を考える必要がある。 

1.2 研究の目的 

本研究は、民間企業にとって取り組みやすい景観計画と景観形成

手法を明らかにすることを目的とする。 

1.3 既往の研究 

本研究に関連が深い研究としては、民間企業による景観形成に関

する研究として屋外広告物に着目した研究等 1)-6)がある。しかし

ながら、民間企業の視点から景観計画に着目し、建築物そのものに

対する景観規制に着目している研究は見られない。 

 

表 1 景観計画策定団体数（2022年 3月 31日時点） 

図 1 景観計画策定団体数の変移（2004～2016） 
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1.4 研究の方法 

まず、対象団体の景観担当課へアンケート、ヒアリングを実施し、

民間企業の景観形成への取り組みの実態について明らかにする。次

に、民間企業へのヒアリングを実施し、民間企業の視点から景観施

策の実態を明らかにする。さらに、これまでの調査で課題として挙

がった自治体の景観施策の実態について明らかにする。最後に、調

査結果を基にした景観施策の改善策に関する考察を行う（図 2）。 

1.5 研究対象の選定 

研究対象となる自治体は、令和 4年 3月 31日までに景観計画を策

定している 646 団体のうち、景観形成への取組みを積極的に行って

おり、かつ開発行為の数が多い政令指定都市、中核市の 79 団体を

対象とする。 

1.6 アンケートの概要 

研究対象となる 79 団体の景観担当課へ民間企業の景観形成への

取組みについて自由回答方式のアンケート調査を 2022年 8月に実施

し、63団体からの回答が得られた（回収率 80%）（表 2）。 

 

2. 民間企業の景観への取り組みについて 

2.1 自治体へのアンケート調査 

まず、民間企業との関係を尋ねたところ、41 団体（65%）が認識

のずれが生じていると回答している（図 3）。また、13 団体（21%）

が緑化に関する理解に認識のずれが生じると回答し最も多い（図 4）。 

 また、事前協議・相談において民間企業と自治体との間に生じて

いる課題について尋ねたところ、21 団体（33%）が課題は生じてい

ないと回答する、一方で、18 団体（29%）が指摘に応じてもらえな

いと回答しており、その理由に、事前協議、相談の実施時期が遅い

ことを挙げている（表 3）。 

図 2 研究のフロー 

表 2 アンケート回答団体 
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2.2 自治体へのヒアリング調査 

自治体 15 団体にヒアリングを行い、景観に協力的でない企業に特

徴（企業規模、事業形態など）があるかどうか尋ねたところ、14団

体（93%）がないと回答した。あると回答した 1 団体は、チェーン

店とマンション開発企業に多いと回答している。また、企業に特徴

はないが、多くの企業が関わる事業、予算規模が小さい事業では、

景観への協力度が低い傾向にあると回答している。 

図 5 開発企業の実績 図 6 設計企業の種別 

図 7 開発企業の意識度合い 図 8 設計企業の意識度合い 

図 3 ずれの有無 図 4 ずれにより生じる課題 

表 3 事前協議、相談において生じている課題 
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2.3 民間企業へのヒアリング 

開発事業者（発注者）4社、設計企業 4社に対して、企業での景観

計画に対する意識、自治体の景観施策に対する考えに関するヒアリ

ングを行った（図 5、6）。まず、景観計画をどの程度意識するかど

うか尋ねたところ、開発企業は意識する企業と意識せず、設計企業

にすべてを任せる企業に別れ、意識すると回答した C 社も全ての項

目は意識していないと回答している。一方、設計企業は 4 社とも意

識すると回答し、全ての項目を意識するかどうかについては、 E、

F、H 社が協議の対象になる案件かどうかで変わると回答している

（図 7、8）。次に、自治体との協議にこける指摘事項に応じられな

いのはコストにあると A、C、E、H社の４社が回答し A、C、E、F、H

社の５社は、スケジュールと回答している。G 社は企業に景観を意

識するメリットがないため基本的に応じられないと回答し、また、

B 社は容積率緩和取得というメリットがあるため、指摘に応じると

回答しており、意識程度はさまざまである（表 4）。E、F、G 社から

は主観的な指摘には納得感が得られないと回答している。また、8

社のうち 6 社が自治体との景観に関する協議を妨げと感じたことが

あると回答し、A、C、F、G社は、有識者会議における指摘の対応が

表 4 指摘に応じてもらえない理由 

表 5 協議を妨げと感じる場面 
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妨げと感じている（表 5）。さらに、景観に関する協議の影響でスケ

ジュールにずれが生じることはあるものの、着工日がずれることは

ない、と全ての企業が回答している。最後に自治体への要望を聞い

たところ、自治体の景観施策を企業が納得出来るよう、より明確化

してほしいと多くの企業が回答した。A 社は、自治体によって景観

計画に差がないため自治体の景観に対する意欲を感じられず、自分

達が景観に取り組む意義も感じにくいと回答している。自治体の景

観協議に対する意見では、E 社が現状の届出の期日や協議の開催時

期では、どこの企業も指摘に応じることが難しい。G、H社は、協議

の開催時期を早くすることで企業は指摘に応じやすくなるのではな

いかと回答している。 

 

3. 景観施策の実態 

3.1 届出の期日 

自治体へのアンケート結果から、届出の期日が守られないという

課題が挙がったことから、政令指定都市、中核市を対象として届出

の期日について、各自治体のホームページ、景観計画、届出の手引

きを検索したところ、76団体（97%）が行為着手の 30日前としてい

ること、行為着手の 50日前としている 1団体、大規模建築とそれ以

外とで期日を分けている 1 団体、地区により様々な期日を設けてい

る 1団体が判明した。行為着手の 30日前に設けている団体のうち、

確認申請前に届出を行うように記載があったのは 36 団体であった

（表 6）。届出の期日が守られないという課題が挙がった団体では届

出の期日を景観法の規定と同じ行為着手の 30 日前にしており、期

日が守られない理由として景観法の周知不足が考えられる。 

3.2 事前協議、相談の期日について 

自治体へのアンケートにおいて、事前協議、相談の開催時期が問

題で指摘に応じてもらえないという課題が挙がったことから、政令

指定都市と中核市の事前協議、相談の期日について、各自治体のホ

ームページ、景観計画を検索したところ、53 団体（68%）には具体

的な記載がなく、出来るだけ早い時期に申請するようにと周知して

おり、具体的な期日を設けているのは 25 団体（32%）であり、その

中で最も早い期日は届出の 60 日前である。さらに、大規模建築、

または重点地区の建築物に対して別期日を設けているのは 7 団体で

あり、その中で最も早い期日は届出の 120日前である（表 7）。この

ことから、事前協議の明確な期日が設けられておらず企業が設計終

盤に協議を持ち掛けることが、多くの自治体で企業が指摘に応じて

もらえない理由になっていると考えられる。 
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3.3 景観特性の提示方法について 

民間企業のヒアリングにおいて、自治体によって景観計画に差を

感じないという意見が挙がったことから、政令指定都市、中核市が、

計画区域の景観特性をどのように示しているかについて、各自治体

の景観計画、デザインガイドラインを検索したところ、34 団体

（43%）が文章と写真と図表を用いて景観特性を示し、25団体（32%）

が文章と写真を用いて、8団体（10%）が文章のみを用いて示してい

る。さらに、12 団体（15%）は景観特性を示していない（図 9）。こ

のことから、多くの自治体では景観特性を十分に、かつ明確に示し

ているとはいえず、企業が景観への配慮に苦慮していると考えられ

る。 

3.4 景観デザインガイドラインの作成状況について 

民間企業へのヒアリングにおいて、目指している景観目標を明確

にしてほしい、指導の内容を出来る限り明確化して欲しいという意

見が挙がっていたことから、政令指定都市、中核市がデザインガイ

ドラインを作成しているかどうかについて、各自治体のホームペー

ジを検索したところ、25団体が景観計画全域に対するデザインガイ

ドラインを作成していることが明らかになった。また重点地区など

の一部区域のみのデザインガイドラインを作成しているのは 28 団

体、デザインガイドラインを作成していないのは 17 団体である

（図 10）。さらに、特定の項目に関するデザインガイドラインを作

表 6 届出の期日 

表 7 事前協議の期日 
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成しているのは 28 団体であり、そのうち 10 団体が色彩に関するデ

ザインガイドラインを作成している（表 8）。このことから、区域全

体に対してデザインガイドラインを作成している団体は少なく、純

分に目標像を示せていないと考えられる。 

3.5 福岡市景観アドバイザーへのヒアリング 

民間企業へのヒアリングにて、事業の妨げになると感じる協議と

して景観アドバイザー会議（有識者会議）が挙げられたことから、

福岡市都市景観アドバイザー制度にてアドバイザー委員を務めてい

る 3名にヒアリングを行った（図 11）。 

 企業が指摘していた有識者の主観的な指摘という点に関して、A

氏は「主観的なアドバイスを行うからこそ会議を開く意義がある」

と回答し、B 氏は「客観的な指摘を心がけてはいるが、短い会議の

図 9 景観特性の提示方法 

表 8 特定項目に関する 

デザインガイドライン 

図 10 デザインガイドラインの作成状況 

図 11 アドバイザーの専門分野 
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中では客観的なアドバイスになってしまう」と回答している。さら

に、C 氏は「教科書や論文を基にした指摘を行うため、主観的にな

ることはない」と回答している。3者とも共通して、「アドバイザー

会議はあくまでアドバイスする場であるため、企業が応じてくれな

いことも理解した上でアドバイスを行っている」と回答している。

次に、現状の会議の開催時期に関して尋ねたところ、都市計画が専

門の A 氏は、「計画初期段階で会議を開催して欲しい」と回答し、

緑化が専門の B 氏は、「竣工後に緑化が行われるのが基本なので現

状の開催時期で問題ない」と回答し、照明が専門の C 氏は、「初期

段階から指摘をする方がよいが、照明の話が出てこないことには指

摘を行えない」と回答している（表 9）。このことから、企業が景観

アドバイザー会議を妨げと感じる理由として、企業と有識者とで会

議の捉え方に乖離があることが挙げられる。 

 

4. 景観施策の改善に関する考察 

4.1 調査を基にした景観施策の改善策 

 これまでの調査を基に考察を加え、民間企業がより景観形成に取

り組みやすくするための 3点を示す。 

（1) 景観の理念・意義の企業への周知 

企業が自治体からの全ての指摘、要望に応えることは難しいが、

企業担当者が景観の理念、意義に対する理解を深めることで、自治

体からの指摘への対応や受け取り方が変わると考えることから、企

業に対する景観の基本理念、そして企業が果たすべき責務を周知が

必要である。これにより、自治体との協議に対する考えや指摘への

対応の仕方が変わるのではないか（図 11）。また、自治体側は企業

との関係を築くためにも、寄り添う姿勢を取る必要がある（図 12）。 

 

表 9 景観アドバイザーへのヒアリング 
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(2) 景観特性、景観目標像の明確化 

景観計画の多くで「〇〇らしさ」という言葉が多く使われている

が、現状として、景観特性や目指すべき目標像を具体的に住民や企

業に示している自治体は少なく、それぞれの自治体の景観計画に違

いを見いだせない企業にとっては、景観施策への取組み意欲の低下

の原因になっている。そこで、自治体は計画区域の景観特性を詳細

に把握し、他団体の景観特性にはない「〇〇らしさ」を具体的に提

示することが望ましい。また、景観施策への企業の取組み意欲を向

上させるためにも、目指すべき景観像に関するデザインガイドライ

図 12 民間企業の景観に対する姿勢 

図 13 現状の事前協議のフロー 

図 14 2段階制度の事前協議のフロー 

図 15 2段階の協議を設けている自治体の景観手続きのフロー 
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ンによって具体的に示す必要がある。 

（3) 事前協議の 2段階制度 

多くの自治体で行っている一般的な事前協議の開催時期が設計終

盤の 1 回のみのため、企業にとって自治体からの意見を計画に反映

するのが難しい（図 13）。これは、景観アドバイザー会議（有識者

会議）でも同様の課題となっている。そこで事前協議の 2 段階制度

導入を提案する。景観の協議を計画段階、設計段階の 2 回行うこと

で、自治体側にとっては早くから企業に対し助言を行え、企業側に

とっては自治体、有識者からの助言に対し検討の余地を持つことが

できる。また、有識者を交えた協議を行う際は、計画の段階に合わ

せ、助言をしてもらう専門家を選択することで、密度の濃い有効な

議論が行える(図 14)。 

4.2 ケーススタディ 

 政令市、中核市以上の都市で、既に景観協議を計画段階と設計段

階の 2 段階で行っている自治体が 3 団体ある。各自治体の手続きの

フローを図 6-4 に示す。札幌市と西宮市は規模によって協議を行う

回数が違うが、神戸市は事前協議の対象の場合全ての行為に対して

2 段階の協議を行っている。また、札幌市と西宮市は事前協議を行

う前に、有識者を交えた会議を 2 段階で設けているため、実質 3 段

階の協議となっている。さらに、有識者会議後の事前協議について、 

札幌市は任意としているが、西宮市は義務としている（図 15）。 

4.3 札幌市景観プレ・アドバイス制度の実態調査 

ケーススタディで紹介した、札幌市景観プレ・アドバイス制度の

実態を明らかにするため、札幌市とアドバイス部会にかかった案件

を担当した企業にヒアリングを行った。 

（1) 札幌市へのヒアリング 

構想段階と計画段階の 2 段階協議を行うことで通常よりも景観誘

導しやすいのかという質問に対し、あまり差を感じないと回答して

いる。ただ景観プレ・アドバイス制度にかかる事例とそうでない事

例とでは、通常の事前協議よりも早い段階で専門家を交えた協議が

出来るため、企業の方に検討して頂ける時間が確保できていると回

答している。 

（2) 企業へのヒアリング 

設計段階の景観プレ・アドバイス部会の期日である着工 180 日前

において、実際事業の進行段階はどうなっているのか尋ねたところ、

当時の案件の場合では詳細設計初期の段階だったと回答している。

しかし実際に部会が開催された時（着工約 90 日前）は詳細設計の

末に相当しており、大きな変更は出来ないタイミングであったと回 
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答している。また景観プレ・アドバイス制度の効果について、自治

体やアドバイザーからの要望に応えやすくなったわけではないが、

制度としては意味があると回答している（表 10）。 

 

5.まとめ 

 本研究では景観施策に関して政令市、中核市の自治体、そして民

間企業にヒアリングを行い以下を明らかにした。 

（1）自治体と民間企業との間で定性的基準に関する認識のずれが

63団体中 44団体(67%）で生じていた。 

（2) 事前協議において自治体の指摘、要望に民間企業が応じられ

ない理由として、コスト以外に事前協議の開催時期が遅いため計画

に反映できないということが挙げられた。 

（3）事前協議の期日を明確に設けている団体は、25団体（32%）で、

53 団体（68%）は明確な期日を設けず、計画の変更が可能な時期に

表 10 札幌市景観プレ・アドバイス制度に関するヒアリング 
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お願いしている。 

（4）得られた知見を踏まえて、企業が景観形成に取り組みやすく

するために、景観の理念・意義の企業への周知、景観特性、景観目

標像の明確化、事前協議の 2段階制度の 3点を示した。 
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論文 韓国の景観法に基づく景観計画の構成及び景観資源 

に関する研究 

○学生会員 孟 柱燦／九州大学 

正 会 員 坂井 猛／九州大学 

正 会 員  洪 銅基／九州大学 

1．はじめに 

１-１ 研究の背景と目的 

韓国において2007年に景観法が施行されるまでは、「国土の計画

及び利用に関する法律」、「自然環境法」、「文化財保護法」、

「農林漁業人の生活の質の向上及び農山漁村の地域開発の促進に関

する特別法」の４つの法律を根拠に江原道と全羅南道をはじめ、全

国で景観自主条例に基づいて、景観のコントロールを行っていた。

これに加えて、自主条例の法的根拠を強化し、より効果的な景観管

理を行うため、2007年に景観法が制定された。さらに、景観法の強

制力を持たせ、その影響を全国に波及させるために、2014年に景観

法を全面改訂し、人口10万人以上の都市に対して景観計画の策定を

義務化注1）した。 

日本は、1968年の金沢市の「伝統環境保存条例」より、歴史的景

観の重要性を背景とした景観に対する取り組みが始まり、1972年に

京都市が「市街地景観条例」を制定され、市街地全体にわたって景

観の保全・管理を行うようになった。2003年になって日本の政府は

「美しい国づくり政策大綱」と「観光立国行動計画」を発表し、景

観を観光の重要な要素として活用することを示した。2004年に景観

法が施行され、それ以来、多くの自治体がこの景観法を基に景観計

画を策定している。 

両国とも景観法を制定する前から、自治体が景観条例を 有し、景

観法は、日本で2004年、韓国で2007年と、3年差で制定され、15年以

上が経過している。韓国における景観政策とその中でも、各都市の

景観コントロールの枠組みを決めるのに中心的な役割を果たしてい

る景観計画の構成内容について、日本の景観計画との比較の中で解

明したい。 

 図 1 日韓の景観に関する施策の沿革 
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本研究は、日韓の景観法と景観計画の構成内容及び景観資源に対

する視点の違いを明らかにすることを目的とする（図1）。  

 

１- ２ 既往の研究 

韓国の景観法に関する研究は、景観法が制定される2007年前後に

多く、日本との景観法の制定の背景、重要項目に関する研究が多い。

2014年の全面改訂以降は新しく追加された内容、公務員の意識調査

を行った研究が見られる1）-3）。また、景観計画に関する研究は、景

観法の制定後に景観計画の策定現況、内容分析、アンケート調査等

を行った研究があり、特に、景観資源の現況と具体化の必要性に関

する研究がある4）-6）。しかしながら、日韓の自治体における景観計

画の構成内容と景観資源に注目し、比較した研究は見られない。  

１-3 研究の対象 

 日本の景観法の施行に伴い、景観計画を策定することが可能な景

観行政団体となった自治体の中で、景観計画の内容の性格が異なる

都道府県を除き、20政令市（50万人以上）、62中核市（20万人以上）

の計82都市を対象とする。韓国では2014年の全面改訂から人口10万

人以上の都市が景観計画を義務付けているが、そのうち、日本の中

核市に準拠して人口20万以上の51市・郡を対象とする（図2）。  

 

 

１-4 研究の方法 

 まず、日韓の景観法と景観計画策定時に参考になる日本の「景観

計画策定の手引き」と韓国の「景観計画樹立指針」の構成内容を比

較する。次に、人口20万人以上の都市を対象とし、各自治体の自然

条件を用い、海（あり、なし）、河川（貫流、隣接、なし）、山

（包含、一部包含、なし）の基準で国とタイプ別に分類し、分類し

た都市を韓国の景観計画樹立指針の類型別景観資源調査を基に、日

韓における各都市の景観計画のうち、策定の基礎となっている景観

資源調査を分析し、国別にタイプ別の特徴を明らかにする（図3）。 

図 2 研究対象の選定 
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２．日韓の景観法と景観計画 

２-１ 日韓の景観法の構成内容 

 日本と韓国の景観法について、関連する項目を列挙し、比較した

ところ、以下のようなことが明らかとなった。 

まず、日本の景観法は、景観行政団体として施行できる景観計画、

行為の制限、景観地区等の手段が多様であり、行為の規制、制限、

命令、損失の補償、罰則等の内容に関する権利を有している。一方

で、韓国の景観法には行政手続き財政支援に関する内容が多く、国

の景観政策基本計画、広域自治体の景観計画、基礎自治体の景観計

画により、重層的に運用がなされている。 

次に、日本の景観地区の項目は、景観法の制定時に景観法に移さ

れたが、韓国では、「国土の計画及び利用に関する法律」の第37条

で景観地区の内容を定めており、景観に関するすべての事項を景観

法だけで扱っているわけではない。日本では自治体が独立の景観審

議会を運営しているが、韓国は国・広域自治体で設置した景観委員

会により、審議と諮問を行っている（表1）。 

２-２ 日韓の景観計画の位置づけ 

 日本と韓国の景観計画の位置づけをみると、日本は景観計画を定

めることのできる景観行政団体となった自治体と、景観行政団体で

はない自治体に分かれ、景観行政団体となった各自治体は景観に関

する事務の一切に関して責任を有する。都道府県の景観計画の計画

区域は景観行政団体になった市区町村の管轄区域を含んでいない

（図4）。一方、韓国は10万人以上のすべての自治体に景観計画の制

定と５年毎の更新が義務化されている。景観政策基本計画、広域自

治体（市・道）の景観計画、基礎自治体（市・郡）の景観計画と、

多重計画の構造を有し、内容が異なる場合は広域自治体の景観計画

が優先される（図5）。 

図 3 研究のプロー 



54 

 

 

表 4 日韓における景観法の構成内容 
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２-３ 日韓の景観計画の構成内容 

 日本の自治体が景観計画を作る時に参照する「景観計画策定の手

引き」は、景観法が施行されてから14年後の2019年に国都交通省に

より発表され、2021年に「景観計画策定・改定の手引き」として改

定された。一方、韓国の景観法が施行された1ヶ月後に「景観計画樹

立指針」が発表された。 

 日本の「景観計画策定・改定の手引き」と韓国の「景観計画樹立

指針」をみると、日本は、「景観計画区域」、「行為の制限事項」、

「景観重要建築物と樹林」の3項目を必要事項とし、「景観形成に関

図 4 日本の景観計画の位置づけ 

図 5 韓国の景観計画の位置づけ 

図 6 日韓の景観計画の構成内容 
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する方針」を望ましい項目と定めている。一方、韓国は「景観計画

区域を含む目標と基本方向」、「景観資源調査および評価」、「景

観構造の設定（圏、軸、拠点）」の3項目を必要事項とし、基礎自治

体の場合、「重点景観管理区域」と「財源調達と段階的推進に関す

る事項」を含めなければならないとしている。「届出以外の景観形

成に関する事項」について、日本では公共施設、建築物、樹林、屋

外広告物に特定の景観類型又は要素について詳しく事項を分けてい

るが、日本の「届出等に基づく景観形成等」は、韓国の景観計画で

は扱ってない（図6）。 

 

３．自然条件による対象地類型化 

３-１ 分類基準  

 日韓の人口20万人以上の都市

（日本82、韓国51）を対象とし、

各都市を海、河川、山の３つの自

然条件で分類する。都市の管轄境

界が海に面する場合は「海あり」

（A）、面してない場合は「海な

し」（B）とする。河川の定義は

両国の「河川法」を基に、国と広

域自治体から指定・管理する河川

を基準とし、日本の「１級河

川」、「２級河川」と韓国の「国

家河川」、「地方河川」を河川と

し、河川が貫流する都市は「河川

貫流」（a）、河川が都市の境界

に隣接する都市は「河川隣接」

（b）、河川がない都市は「河川

なし」（c）とする。管轄区域に

山を包含する都市は「山包含」

（①）、山の一部を包含する都市

は「山一部」（②）、山がない都

市は「山なし」（③）とする（図 図 7 分類タイプ 

表 2 分類基準と対象地の分布  
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7、表2）。 

３-２ 対象地の分類結果 

 全体の対象133都市を見ると、海を有する都市は日本では59%（48

都市）、韓国では37%（19都市）であり、河川は日本では99%（81都

市）、韓国では98%（51都市）であり、河川のない都市は各国1件の

みである。また、山を有する都市は、日本はで75%（62都市）、韓国

では96%（49都市）である（表2）。海、河川、山の３の地形の組み

合わせ13タイプの中では、海がなく河川が貫流し、管轄区域に山の

一部を包含するB-a-②が32.3%（43都市）、海があって河川が貫流し、

管轄区域に山の一部を包含するA-a-②が30.0%（40都市）と多い。日

本は海に面している対象地が59%（48都市）で、37%（19都市）の韓

国より多い。日本はA-a-②、B-a-②、A-a-③の順（図8）、韓国はB-

a-②、A-a-②、B-b-②の順（図9）に多い。両国が共通するのは7タ

イプであり、日本のみが3タイプ、韓国のみが3タイプある。また、

日本では河川があり、山を一部包含する都市が73%（60都市）、韓国

では80%（41都市）であり、さらに、河川が貫流する場合、日本には 

65%（53都市）、韓国には 58%（30都市）と多い。一方、河川がない

対象地は、日本では神戸市、韓国では軍浦市の1都市であり、それ以

外の対象地は管轄区域内に河川を有する。（表3）。 

表 3 タイプ別の分布の一覧  

図 8 日本のタイプ別の割合 図 9 韓国のタイプ別の割合 



58 

 

 

 

４．対象地の景観資源調査 

 韓国の景観計画の必要事項として、景観資源を自然、山林、農山

漁村、市街地、都市基盤施設、歴史文化の6類型を「景観計画樹立指

針」に定めている。そこで、対象地の自然景観資源を地形、山と林、

河川、湖、海岸、気候に細分化し、景観計画における景観資源につ

いて分析する（図10）。 

４-１ 日韓の景観資源調査 

日本と韓国の対象地で、景観計画に景観資源調査を有する都市は、

日本は52%（43都市）、韓国は86%（44都市）である。両国とも共通

して自然、市街地、歴史文化に対する景観調査が行われている。 す

なわち、景観計画において河川を景観資源として取り上げたのは、韓

国では100%(41都市)、日本では65%(28都市)であり、湖を取り上げたの

は、韓国では73%(32都市)、日本では30%(13都市)であることより、日

本に比べて韓国では、自然の河川と湖を景観資源としてより考慮し

ている。また、韓国は山林、都市基盤施設を資源として位置づけて

おり、日本より30%ポイント以上多い（図11）。 

４-２ タイプ別の景観資源調査 

 対象地を自然条件によって分類した13タイプの中で、両国に該当し

ない７タイプを除く、複数の対象地に該当するタイプ、A-a-②（23都

図 10 本研究の景観資源分類 

図 11 日韓の景観資源として考慮した都市数の全体都市に対する割合 
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市）とB-a-②（30都市）を取り上げる。海岸はA-a-②において日本が

69％(11都市)、韓国が63%(5都市）であることに対してB-a-②において

は日本の札幌市のみであり、両タイプは海岸資源の大きな違いの以外

には全体に対して大きい違いがない（図11）。 

 

5 ．おわりに 

 本研究は、日韓の景観法と景観計画の構成内容を比較し、日韓の

人口20万以上の133都市を対象とし、韓国の景観計画の必須項目であ

る景観資源調査を通じて、以下を明らかにした。 

（1）日本の景観法は行為の規制、制限、命令、罰則等の内容があり、 

これらの手段により景観行政団体が独自に景観を形成する方法を有

している。都道府県の景観計画の計画区域は景観行政団体になった

市区町村の管轄区域を含んでいない。一方、韓国は行政的な手続、

事業、委員会等により、国の「景観政策基本計画」に従って、広域

自治体、基礎自治体が重層的に景観計画を定めており、広域自治体

の計画の内容が優先する。 

（2）韓国の景観計画では「景観計画区域を含む目標と基本方向」、

「景観資源調査および評価」、「景観構造の設定（圏、軸、拠点）」

を必要事項として定めているが、日本の景観計画において必要事項

としている「行為の制限」、「景観重要建築物又は景観重要樹林」

は含まれていない。 

（3）自然条件について着目すると、河川を有する都市の割合は、日

本では99%(81都市）、韓国では98%(51都市）と高いが、景観資源調査

を行った都市の中で、韓国におけるすべての都市が景観計画で河川を

景観資源として取り上げているのに対し、日本の景観計画で河川を取

り上げている都市は65%にとどまる。 

 

【補注】 

注1） 韓国の法律で「樹立」は、日本における「策定」を意味する。 
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論文 新興コンテンツを活用した景観演出および 

来訪者に注目された景観の構成 

―水木しげるロードをケーススタディとして― 

 

〇学生会員 石 陽 ／佐賀大学 

正 会 員 有馬隆文／佐賀大学 

1.背景と目的 

 近年アニメ、ゲーム、漫画などの新興コンテンツの話題性は増え

つつである。人気作品のロケ地をめぐる「聖地巡礼」注１活動をはじ

め、新興コンテンツを活用した各種の取り組みは市街地の活性化や

観光振興の材料として、多くの都市が取り入れている。また、新興

コンテンツやその取り組みを展開する際に、キャラクターが使用さ

れた景観構成要素は街中に設置されており、従来の都市景観と一風

変わるものとして、足をとめて眺める人も多い。このような新興コ

ンテンツを活用した景観は日本の都市の中に出現し、賑わいを呼び

込む効果を発揮している。新興コンテンツが活用した景観において、

広告版にキャラクターを印刷し、街中に置くだけの単純なものから、

手を込んだ彫刻で構成された景観まで様式や表現が様々である。 

 都市の中に出現する新興コンテンツを活用した景観について、新

興コンテンツを活用した景観構成要素に対する観客の受容形態やハ

イカルチャーのパブリークアートとの違いを分析した竹田、八木ら

[1][2]の研究がある。また、水木しげるロードを対象に新興コンテン

ツを活用した取り組みに関する商店街活性化策のエリアマネジメン

トのプロセスを明らかにする澤田ら[3]の研究がある。これらの研究

では、新興コンテンツが街中で現れる現象に着目しているが、具体

的に新興コンテンツを活用した景観づくりにおける景観の構成や景

観構成要素の配置、または都市空間との関係について、論じること

はなかった。本研究は、都市的な視点によって新興コンテンツを活

用した景観づくりに関する景観構成と都市空間の利用を分析考察す

る点において上記の研究と異なる。 

 本研究の目的はまず新興コンテンツが活用された景観づくりにお

いて、街中に出現する景観構成要素の種類を把握することである。

また、新興コンテンツ関連の取り組みにおけるイベント的に行う都

市と長期的に行う都市の比較によって新興コンテンツが活用された

景観の違いと特徴を明らかにする。さらに、水木しげるロードをケ

ーススタディとして、景観構成要素における景観演出の特徴および

来訪者に注目された景観における都市空間と景観構成要素の特徴を

明確にすることである。 
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2.研究の方法 

  本研究はまず、街中に出現する景観構成要素の種類を把握するた

めに、異なる新興コンテンツを活用した取り組みを展開する境港市、

倉吉市、竹原市、北栄町の 4 つの都市に設置されている景観構成要

素を現地調査によって、収集を行なった。 

 さらに、境港市の水木しげるロードを対象に、景観構成要素の使

用と景観の演出を明らかにするため、水木しげるロードに設置され

ている歩道の道路空間および建築とその敷地の沿道空間の景観構成

要素の設置場所、数量、種類を記録し、シークエンス的な視点で分

析を行なった。 

 最後には来訪者に注目されている新興コンテンツの景観はどのよ

うな特徴があることを明らかにするために、写真シェアサービスの

Instagram 注 2-6 を活用して、水木しげるロードの景観、風景、思い出

を対象とする写真コンテストおよびハッシュタグの投稿写真を対象

に人物、食事、極端に近写する写真を除く 120 枚の景観写真を抽出

し、分析を行なった。 

 

3.景観構成要素の種類と都市の新興コンテンツ景観の違い 

3.1新興コンテンツの景観構成要素の種類 

 新興コンテンツを活用した景観づくりは彫刻からキャラクターの

パネルまで、様々な形式が存在している。都市の環境とビジョンに

適した景観構成要素の使用は良好な景観創出にも繋がりやすい。そ

のため、新興コンテンツが用いられた景観づくりにおいて活用され

た景観構成要素の種類、または新興コンテンツは景観構成要素とし

てどのように表現されていることを明らかにする必要があると考え

られる。 

 本研究は景観構成要素の種類を探るために、長期的な新興コンテ

ンツを用いた景観づくり、市街地の活性化を行なっている鳥取県の

境港市と北栄町、イベント的に新興コンテンツを都市に取り込む竹

原市、倉吉市で現地調査を行なった。この 4 つのまち中に出現して

いる遠距離から形・絵柄が視認できる景観構成要素をリサーチし、

景観構成要素の配置場所と類似するものを一つの種類として新興コ

ンテンツの景観構成要素の種類を表 1 にまとめた。 
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表 1 景観づくりに活用された景観構成要素の種類 

 

 道路空間において彫刻類と街灯などのストリートファニチャーの

視認性の高いものが中心とした景観構成要素種類が見られた。一方、

沿道空間において、建物の立面や敷地内を装飾するために、建築の

ファサード、看板、キャラクターのパネルなど、大きさと素材が異

なる多様な景観構成要素の種類が配置されていることが分かった。

新興コンテンツが使用されたお土産などの商品パッケージは景観構

成要素として認識されない。しかし、数量の多い商品の展示は都市

一角を大量の新興コンテンツで埋め尽くしており、誘目性が高いた

め景観構成要素として考えられる。商品の展示において、ディスプ

レイの建築内の展示、店の建築上に飾られる敷地内、店の前面道路

に展示する道路上の３類型が見られた。以上の 4 つの新興コンテン

ツを活用した取り組みを行っている都市で出現している景観構成要

素の種類をまとめた結果、看板、広告物などの平面的なものだけで

はなく、恒久的な彫刻や都市の利便性を向上させるためのストリー

トファニチャーなども見られている。新興コンテンツの景観づくり

において使用された景観構成要素種類の多様性が見られた。 

 

3.2 都市とコンテンツによる景観構成要素使用の違い 

 新興コンテンツを活用した景観づくりは都市と使用するコンテン

ツの違いによって、街中で出現する景観構成要素と、景観づくりの

方針は大きく異なる。新興コンテンツ関連のイベントを開催するこ

とに合わせ、新興コンテンツが使用された宣伝用の飾り物や仮設な

ものを用いて、都市空間を一時的にコンテンツ要素で飾る景観づく

りが多く見られる。一方、新興コンテンツの要素を活用し、都市の

新たな景観として作り出す景観づくりもある。 
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 倉吉市と竹原市の取り組みに使用するコンテンツの「ひなビタ♪」

「たまゆら」において、前者は音楽ゲームであり、後者はオリジナ

ルのアニメである。両都市の共通点としてゲームとアニメのシーン

には倉吉市の白壁土蔵地区と竹原市の伝統建築保存地区に酷似して

いるため、ファンたちに聖地として認識され、「聖地巡礼」が行な

われたことが新興コンテンツ取り組みのきっかけである。 

 境港市と北栄町の取り組みに使用されている新興コンテンツは幅

広い受容層を持つコンテンツの「ゲゲゲの鬼太郎」と「名探偵コナ

ン」である。この２コンテンツは子供からお年寄りまで、幅広い年

齢増と性別の人に知られており、なおコンテンツは現在も更新して

おり、継続性のあるコンテンツと言える。境港市と北栄町は、両作

品の作者の故郷であり、コンテンツとゆかりのある聖地とも言える

が、景観づくりを含めた長期的な取り組みを展開している。 

  倉吉市、竹原市、境港市、北栄町に設置されている新興コンテン

ツを活用した景観構成要素の種類と設置数を表２にまとめた。また、

景観構成要素における設置の利便性は、可動式または一人で動かせ

る物の「可動」、設置場所の変更ができるが、機械または複数人の

助けが必要とする「仮設」、最後は地面・壁面に固定されている物、

またはストリートファニチャーとなる物の「常設」の 3 つに分けた。 

 

表 2 都市別における設置された景観構成要素の種類と数量 
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図 1 倉吉市と竹原市の新興コンテンツの景観（左：倉吉市、右：竹原市） 

 

 倉吉市と竹原市において、マンホールや石像、ベンチなど常設の

景観構成要素が設置されているものの、全体的に街中に設置された

景観構成要素の種類は少なく、手軽に設置できる可動的なキャラク

ターパネルを中心に使用されている。一方、キャラクターパネルは

スチレンボードを素材として作られているものも多い。そのため、

雨風に弱く、屋外の常時的な設置は難しい。また、この 2 都市のコ

ンテンツに登場するロケ地はいずれ「伝統建築保存地区」であるた

め、新興コンテンツによる派手な演出が制限されているため、写真

１で示すような室内の大きな開口部にキャラクターがいる景観が街

中によく見られる。倉吉市と竹原市における新興コンテンツ景観の

特徴として、活用されている景観構成要素の種類と設置場所の制約

によって、新興コンテンツで街中の新たな景観を創出するより、既

存の都市に新興コンテンツの要素を機械的に加えることが考えられ

る。イベントの開催などに合わせて短期的なコンテンツ活用におい

て、キャラクターパネルなどの製作・設置しやすいものの活用は、

手軽に新興コンテンツ景観の賑わいを演出することに寄与しやすい。 

境港市と倉吉市は、表 3 で示されるまち中に設置された景観構成

要素の種類について、多くの常設の景観構成要素の使用が確認でき

た。また使用されている景観構成要素の種類にも多様であるため、

図２で示すような、室外の都市空間における周囲の環境と一体感が

ある景観や複数の景観構成要素の演出によって構成された景観が多

く見られる。長期的に新興コンテンツを取り組んでいるこの２つの

まちは、新興コンテンツの要素が単なるイベント的まち中に一時的

に配置するより、都市の新たな資源、景観として都市の環境に合う

ような景観づくりを試みていることが伺える。 
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図 2 北栄街と境港市の新興コンテンツの景観（左：北栄町、右：境港市） 

 

受容層が限定されている新興コンテンツを活用した景観づくりは

景観構成要素の設置の手軽さが重要視されている。今は多くの新興

コンテンツの「聖地」や広告、イベントの設えとして、広く活用さ

れている。継続中の需要層が広い新興コンテンツを活用した景観づ

くりを行なっている場合は、街中に設置する景観構成要素は耐久性

の低いキャラクターパネルから、彫刻等の恒久的なものまで多様な

景観構成要素の活用が見られた。都市の新の景観として創出してい

ることに重心が置かれることが多い。 

 

4.水木しげるロードにおける都市空間と景観構成要素使用の特徴 

 新興コンテンツを活用した景観構成要素は街中に配置され、従来

の都市景観と異なる景観を創出している。このような景観は来訪者

の目にどのような形式として止まることはこれからの新興コンテン

ツにおける景観づくりに必要な知見と言える。そのため、景観構成

要素の使用種類と配置数が最も豊富な境港市にある水木しげるロー

ドを対象として、新興コンテンツを活用した景観づくりにおける景

観の演出と来訪者に注目される景観の特徴を明らかにする。 

 

4.1水木しげるロードの景観づくり 

 境港市では 1992 年から、商店街活性化の一環として、水木しげ

るの漫画「ゲゲゲの鬼太郎」のコンテンツを活用した取り組みを行

なっている。図 3 は「水木しげるロードリニューアル基本構想」[4]

および「妖怪ガイドブック第 19版」[5]にある年表から景観に関する

整備事業を整理したものである。1993年の水木しげるロードの開業

から、2018 年の水木しげるロードリニューアルまで 26 年間におけ

る新興コンテンツを活用した景観づくりに関する取り組みの年表で

ある。1993 年の水木しげるロード開業に伴って 23 体のキャラクタ

ーが使用されたブロンズ像が設置され、以降は定期的にブロンズ像

が増設されていた。2018年の水木しげるロードリニューアルまでは
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177 体のキャラクターブロンズ像が水木しげるロードに設置された。 

一方、2000年から、民間企業によって設置された「妖怪神社」を

はじめ、2003年に水木しげるロードの主要な拠点集客施設の「水木

しげる記念館」、キャラクターが使用された街灯などのストリート

ファニチャーも相次ぎ設置された。 

 

 

図 3 水木しげるロードの景観づくりに関する年表 

 

 水木しげるロードの範囲として、図 4 で示されているように「Ⅰ

境港駅」から、「Ⅴ水木しげる記念館」まで約 800m のエリアである。

水木しげるロードの景観として図 4 の景観事例 1 のような巨大壁画

のインパクトある景観や図 4 の景観事例 2 のブロンズ像を中心とし

た街並みの景観および、図 4 の景観事例 3 の「Ⅴ水木しげる記念館」

の施設を中心とした景観が見られる。長期的な景観づくりを行って

いるため、水木しげるロードでは、新興コンテンツで構成された、

多様な景観が見られた。 

 

 

図 4 水木しげるロードの景観構成要素の設置場所と景観の例 

 

 水木しげるロードの初期は既存の都市空間にキャラクターのブロ

ンズ像を設置することによって景観づくりを試みた。しかし、ブロ
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ンズ像の設置だけの景観づくりに留まらず、取り組みの長期の進行

によって、ブロンズ像だけではなく、他種類の景観構成要素が相次

ぎに投入されことで、徐々に新興コンテンツが従来の都市空間に浸

透していた。また、集客性の施設の開設より体験滞在のできる新た

な新興コンテンツ色が溢れる都市景観も創出した。都市空間の新興

コンテンツを活用した景観構成要素、施設の充実によって、従来の

都市空間と新興コンテンツ間のバランスを見直し、大規模の道路工

事や景観構成要素の再配置によって、新興コンテンツが都市に溶け

込むような景観づくりを試みでいる。水木しげるロードの新興コン

テンツを活用した景観づくりは常に進化しており、観光客の長期的

な呼び込みに成功したことで、新興コンテンツの活用が長期的に行

われている要因と言える。一方、従来の都市景観、賑わいは新興コ

ンテンツによって、向上させることは地域の人々の新興コンテンツ

が都市に入り込むことに対する理解・認可も不可欠であると考える。 

 

4.2新興コンテンツを活用した景観の演出 

  水木しげるロードの景観構成要素はどのような景観を演出してい

ることを明らかにするために、起点の境港駅の南側歩道から 12m 間

隔で終点の水木しげる記念館まで 74 の景観構成要素の観測エリア

を設置した。それぞれのエリア内に設置されている景観構成要素の

種類と設置数及び来訪者がよく写真を撮影する場所を記録し、景観

構成要素の演出をシークエンス的に表現・分析を行った。 

  水木しげるロードの景観構成要素を彫刻類、ストリートファニチ

ャー、建築装飾、商品展示の 4 つの類型に分け、各類型における設

置数量は表３に示されている。彫刻類の景観構成要素はブロンズ像

を中心として、始点の境港駅から水木しげる記念館まで配置されて

おり、特に観測エリアの 1、24、37、54、64、69 では水木しげるロ

ードの拠点施設と大きな交差点がある交通人流が多い都市空間での

設置数のピークが見られた、その他のエリアにおいて、平均的に設

置している。 

  ストリートファニチャーはエリアを通した設置は見られなかった

が、水木しげるロードの拠点施設となる場所や大きな交差点での集

中的な配置が見られた。 

 建築装飾と商品の陳列において、水木しげるロードの商業環境が

集積しているエリアでの配置が中心であり、歩道空間での景観構成

要素の設置数は比較的に少ないエリアで設置数のピークが見られた。 
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表 3 景観構成要素、都市環境および来訪者の視点場のシークエンス変化 

 

 

  水木しげるロードの景観構成要素における演出において、ブロン

ズ像が歩道空間に沿って設置されており、水木しげるロードのテー

マ的な景観である。水木しげるロードの都市空間はブロンズ像によ

って連結されておりエリアを回遊する目印の役割も兼ねている。ま

た、水木しげるロードの主要施設の周辺と道の交差する場所におい

て、道路空間の景観構成要素の集中的な配置によって、変化が溢れ

る景観を創出している。沿道空間において、道路空間の景観構成要
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素は比較的に平均的に設置されているエリアにおける集中的な配置

が見られ、景観の変化の少ない道路空間の景観に比べ店が中心とな

る商業的な沿道空間による鮮やかなコンテンツ色の景観演出が目た

つ。商業集積エリアにおける来訪者の回遊を促進できる景観を構成

していると考えられる。 

 

4.3 来訪者に注目される景観 

 水木しげるロードを訪ねる来訪者が撮影した 120 枚の景観写真の

主被写体の類型は表 4 で示された「キャラクターメイン」「建築物

メイン」「ストリートメイン」の 3 類型である。「キャラクターメイ

ン」の写真数は最も多く、ほとんどの写真は水木しげるロードに設

置されているブロンズ像を対象として、撮影していることが分かっ

た。 

 

表４ 来訪者の景観写真におけるメイン被写体 

 

 

 表３の景観写真が撮影された視点場と撮影枚数の階級および景観

構成要素の種類と都市の環境におけるシークエンスの変化が示され

ている。来訪者がよく写真を撮影する場所として、拠点施設がある

集客性の強い都市空間と景観構成要素の設置数が多い A、B、C、D、

E の５箇所である。それらの場所における来訪者が撮影した代表的

な写真は表 5 にまとめ、来訪者に注目された水木しげるロードの景

観として以下の特徴が見られた。 

①終始点の場所の景観が注目されやすい。A と E のような駅の出口

付近、記念館周辺におけるブロンズ像、迫力がある巨大壁画、施設

の建物の景観が来訪者に強い関心を持っている。 

②整備された綺麗な街並みが景観として捉えやすい。A2、B3、C3、

その他のストリート景観の景観写真は、街並みと歩道空間が綺麗に

整備された場所または、新興コンテンツを活用した景観構成要素が

設置された建築物のある景観は注目されている。 

③コンテンツの人気キャラクターは景観の中心となる。A1、B1、
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B2、D1、D3 のような活用した新興コンテンツの主人公が使われた

景観構成要素が設置された場所では、景観構成物を中心に、街並み

が背景となる景観構成が来訪者に関心が示されている。 

 

表 5 来訪者がよく写真を撮る場所の景観事例 
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5.まとめ 

 本研究は新興コンテンツを活用した景観づくりについて以下の知

見を得ることができた。 

⑴景観構成要素の多様性が重要である 

  新興コンテンツを景観資源として活用する際には街中に配置する

景観構成要素の多様化は重要である。水木しげるロードのように、

道路空間に限らず、店舗などの私的沿道空間まで、新興コンテンツ

の景観が浸透していることによって、賑わいのある景観が街中で構

成されていることが確認できた。 

⑵核となる景観スポットが重要である 

 境港市の水木しげるロードの景観構成において、キャラクターの

ブロンズ像は水木しげるロードロードの各都市空間を繋ぎ、ブロン

ズ像がテーマとなる景観が構成されている。加えて、景観構成要素

設置数の強弱が付けられており、多様な景観構成要素が集積する核

となる景観が見られた。一つのコンテンツを使っているにも変わら

ず、景観構成要素の種類と数量によって景観の変化が生じるために

景観の単調さが緩和される。 

⑶メインキャラクターは景観の要である。 

 新興コンテンツの各要素において、メインキャラクターは最も認

知度の高い要素であり、来訪者がメインキャラクターのある景観を

注目しやすい。また、メインキャラクターが使用されているブロン

ズ像などの景観構成要素が配置されている場所では、街並みが綺麗

に整っている場所が多い。メインキャラクターが使用された景観構

成要素によって、背景の町並み景観への関心も生まれ、メインキャ

ラクターの景観活用は都市の景観を来訪者に印象つけると目に重要

な要素である。 

 

注釈 

[1]アニメなどのコンテンツの中に出現した風景は、一部のファンたちが現実世

界の風景と照合し、作品の舞台・ロケ地を割り出し、作品の「聖地」として

発信することで、「聖地巡礼」の活動へ発展する。結果、「聖地」となる地域

は来訪者が増えることに気づき、来訪者をおもてなし、また地域新興・宣伝

のためにコンテンツを活用した取り組みを行い始めることが多い。 

[2]水木しげるロード土曜夜市実行委員会,「春の水木しげるロードフォトコン

テンスト」, 

https://www.instagram.com/explore/tags/%E6%98%A5%E3%81%AE%E6%B0%B4

%E6%9C%A8%E3%81%97%E3%81%92%E3%82%8B%E3%83%AD%E3%83%

BC%E3%83%89/?hl=ja, 2021 年 8 月 

[3]水木しげるロード土曜夜市実行委員会,「夏の水木しげるロードフォトコン

テンスト」, 

https://www.instagram.com/explore/tags/%E5%A4%8F%E3%81%AE%E6%B0%B4

%E6%9C%A8%E3%81%97%E3%81%92%E3%82%8B%E3%83%AD%E3%83%
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BC%E3%83%89/?hl=ja, 2021 年 8 月 

[4]水木しげるロード土曜夜市実行委員会,「秋の水木しげるロードフォトコン

テンスト」, 

https://www.instagram.com/explore/tags/%E7%A7%8B%E3%81%AE%E6%B0%B

4%E6%9C%A8%E3%81%97%E3%81%92%E3%82%8B%E3%83%AD%E3%83%

BC%E3%83%89/?hl=ja, 2021 年 8 月 

[5]境港市観光協会,「思い出の水木しげるロードフォトコンテンスト」, 

https://www.instagram.com/explore/tags/%E6%80%9D%E3%81%84%E5%87%BA

%E3%81%AE%E6%B0%B4%E6%9C%A8%E3%81%97%E3%81%92%E3%82%8

B%E3%83%AD%E3%83%BC%E3%83%89/?hl=ja, 2021 年 8 月 

[6]Instagram,「#水木しげるロードの思い出」 , 

https://www.instagram.com/explore/tags/%E6%B0%B4%E6%9C%A8%E3%81%97

%E3%81%92%E3%82%8B%E3%83%AD%E3%83%BC%E3%83%89%E3%81%

AE%E6%80%9D%E3%81%84%E5%87%BA/?hl=ja, 2021 年 8 月 
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論文 大学キャンパス境界部の開き方に関する研究 

○学生会員  張 煜嘉／九州大学 

正 会 員 坂井 猛／九州大学 

学生会員  郝 訳然／九州大学 

1.はじめに 

1.1研究の背景と目的  

20世紀初期までに建設されたキャンパスの多くは、周辺が市街地化

し、住宅や商業施設に囲まれている。広大な敷地面積を有する大学の

キャンパスは周辺市街地とは異なる空間を構成し、境界には植栽、塀、

柵等のバリアを設置している。近年、都市部への人口集中とともに、

都市の知的インフラとしての大学の役割は、その重要性を増し、市街

地と大学キャンパスが隔離されることなく地域と物理的にも往来しや

すい環境を備えることが期待されている。 

本研究は、都市の市街地に立地するキャンパスを対象として、キャ

ンパスと周辺土地利用との物理的な繋がりとしての境界空間に着目し

て、その開き方を明らかにすることを目的とする。 

1.2 既往の研究 

これまでの大学キャンパスと都市の相互関係に関する研究として、

キャンパスと都市の関係が地域発展に与える影響について論じた研究

1）、キャンパスと都市の境界部が多主体連携の促進に果たす役割につ

いて論じた研究2）、キャンパス型キャンパスと非キャンパス型キャン

パスと都市間の関係について論じた研究3）、九州大学の伊都キャンパ

スと大橋キャンパスは都市との関係について論じた研究4）、同済大学

四平路キャンパスに対して都市とキャンパスの境界を弱める方法につ

いて論じた研究5）はあるが、キャンパス境界部の土地利用から大学キ

ャンパス境界部の開き方を論じた研究はみられない。本研究は、キャ

ンパスと都市境界空間における空間要素に注目し、各要素の特徴に応

じたキャンパス境界部の開き方について論じる。 

1.3 研究の方法 

対象とする大学キャンパス7校を選定し、境界部を有限要素法で分析

する。次に、各キャンパスの境界部におけるバリアの状況を明らかに

し、キャンパスの開き方に関する判断モデルを作成する(図1-1)。 

 

2.研究対象の選定と有限要素法による測定 

キャンパスの選定にあたり、QS-ranking 2023の上位50大学のうち市

街地の立地状況に関して５つの基準を設計し(表2-1)、物理的なバリア

がキャンパス全周を囲んではいない7大学のキャンパスを選定した（表

2-2）。 
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図1-1 研究のフロー 

表2-1 研究対象を選定する基準 表2-2研究対象 

 

キャンパス境界部の物理的な状態を把握するため、キャンパスと

都市の境界空間を「有限エッジ単位」（Finite Edge Unit、以下

FEUnit）に分解し(図2-1)、有限要素法（Finite Element Method）

を適用し、境界部の土地利用及び道路の状況をみるため、道路の類

型と車線数をデータ化する（表2-3）。 

各FEUnitは3つの要素、すなわち「キャンパス機能」「都市機能」

と「道路」から構成されている（表2-4）。「キャンパス機能」に

キャンパスの敷地内の境界部における建物及び室外空間を11タイプ

に判別する（表2-5）。「都市機能」にキャンパスと隣接する外部

の建物及び室外空間を11タイプに判別する（表2-6）。 

 

 

 

 

 

図2-1 キャンパス-都市境界のFEUnit化 
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表2-3 道路の分類               表2-4 FEUnitの構成 

 

 
 
表 2-5 キャンパス機能の分類              表 2-6 都市機能の分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 FEUnitにおけるバリア率 

キャンパス敷地内の境界部に設置

され、キャンパスと周辺の往来を阻

む植栽、塀、柵などをバリアとする

(図2-2)。FEUnitにおけるバリアを

形成する土地利用上の要因を明らか

にするため、FEUnitにおけるバリア

の有無を判断する基準として、バリ

ア率を以下の手順で算定する(図2-3)。 

RB=LC / LFE                                                                                    (1) 

LFE=LO+LC                                                                                       (2) 

LC=LC1+LC2+……LCn                                                                          (3)  

LO=LO1+LO2+……Lon                                                                          (4) 

RB：FEUnitのバリアを有する部分の全長に対する割合 

LFE：FEUnitの全長 

LC：FEUnitでバリアを有する部分の長さ 

LO：FEUnitでバリアを有しない部分の長さ 

n：FEUnit の不連続なセグメント数 

図 2-2 バリア 注 1)                                 図 2-3 バリア率 

 

図 2-4 段差ありの割合 
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2.4 段差 

 FEUnitにおけるキャンパスと道路の高低差 H が1.2ｍ以上ある場

合は「段差あり」とみなす(図2-4)。 

Rad=Lad / LFE                                                                                   (5) 

Lad=Lad1+Lad2+……Ladn                                                                      (6) 

Rad：FEUnitにおける|H|>1.2m部分のFEUnitの全長に対する割合 

Lad: FEUnitにおける|H|>1.2m部分の長さ 

2.5 キャンパス全長に対するFEUnitの割合 

キャンパスの全長に対するFEUnitの割合RFEを以下の手順で算定

する。 

RFE=LFE/Pe                                                 (7) 

Pe：キャンパスの全長(図2-3)。 

 

表3-1 FEUnitの長さの平均値と都市人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-3 FEUnitの長さの平均値と都市人口の相関性 

 

 

図3-4 境界全長に対するキャンパス機能の割合 

 

 

 

 

図3-5 境界全長に対する都市機能の割合 

 

表 3-2 バリア率 
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表3-3 都市機能とキャンパス機能の組合せのキャンパス境界全長に対する割合 

 

 

 

 

 

 

 

3.キャンパス境界部の特徴  

7つのケースをFEUnitに変換し、キャンパス境界部の各FEUnitに

おけるバリア有無の状態を算定したところ、FEUnitの類型数は、

CALT、UCHIが少なく、UPEN、YALEが多い(図3-1,図3-2,表3-1)。都

市人口とFEUnitの長さの平均値を散布図にしたところ、都市人口が

大きいほどFEUnitの長さの平均値が小さくなる(図3-3)。これは、

都市規模の拡大や土地価格の上昇によりキャンパス境界における施

設敷地が分割され面積が減少していることが考えられる。キャンパ

ス境界全長に対するバリアを有する部分の割合は、UTOR、CALTが少

なく、UMAN、UMELが多い(表3-2)。７つケースの平均値からキャン

パスの境界全長に対するキャンパス機能の割合は「R」「D」「p」

「G」の順に多く(図3-4)、都市機能の割合は「D」「G」「B」「E」

の順に多い(図3-5)。キャンパス全長に対する都市機能とキャンパ

ス機能組合せは、「DD」「RD」「RG」「pD」「DG」の順に多い(表

3-3)。 

 

4. FEUnitにおいてバリアが存在するか否かを判断するモデル  

これまでの分析をもとに、まず、SPSSの二項ロジスティック分析

で「キャンパス機能」「都市機能」「道路」「運営形態」「Rad」

「都市人口」「犯罪率」「面積」「周長」「RFE」を導入してバリア

が存在するか否かを判断するモデル1を構築し、影響力がある要素

を選別する。その上で、選別された影響要素を導入しバリアが存在

するか否かを判断するモデル2を構築する。 

4.1 モデル1 

  従属変数はFEunitにおけるバリアが存在している場合である。

バリア率50%以上(存在するとみなす)を「1」、バリア率50%未満(存

在しないとみなす)を「0」とする。また、「キャンパス機能」「都

市機能」「道路」「運営形態」をダミー変数に転換する。「キャン

パス機能(1-11)」各用途の建物または室外空間がある場合は「1」、

ない場合は「0」とする。「都市機能(1-11)」各用途の建物または
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室外空間がある場合は「1」、ない場合は「0」とする。「道路(1-

3)」各種道路がある場合は「1」、ない場合は「0」とする。「運営

形態(1-3)」各種大学がある場合は「1」、ない場合は「0」とする。

「Rad」「都市人口」「犯罪率」「面積」「周長」「RFE」を連続変数

とする。 

各変数の係数を算定したところ、「都市人口」「犯罪率」「面積」

「周長」「RFE」の有意確率>有意水準α=0.05であり、これらの要素

がFEunitにバリアの存在との関連が少ないことから、これらの要素

を外してモデル2を構築する（表4-1）。 

4.2 モデル2  

モデル2に、「キャンパス機能」「都市機能」「道路」「運営形

態」「Rad」を導入し、バリアが存在するか否かを判断するモデルを

構築する。従属変数はFEunitにおけるバリアが存在している場合で

ある。バリア率50%以上(存在するとみなす)を「1」、バリア率50%

未満(存在しないとみなす)を「0」とする。「キャンパス機能」

「都市機能」「道路」と「大学の類型」をダミー変数に転換する。

「キャンパス機能(1-11)」各用途の建物または室外空間がある場合

は「1」、ない場合は「0」とする。「都市機能(1-11)」各用途の建

物または室外空間がある場合は「1」、ない場合は「0」とする。

「道路(1-3)」各種道路がある場合は「1」、ない場合は「0」とす

る。「運営形態(1-3)」各種大学がある場合は「1」、ない場合は 

 

表4-1 方程式中の変数 
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「0」とする。「Rad」を連続変数とする。 

4.2.3 モデルの情報と回帰式 

モデル係数のオムニバス検定で有意確率=0.000<有意水準α=0.05

であることから、求めた式を予測に用いる。HosmerとLemeshow

の検定で有意確率=0.665>有意水準α=0.05であることから、

このモデルはデータに適合していると判断できる。予測正

解率は70.7%である（表4-2）。 

 

 

(5) 

 

表4-2 モデル2情報 

表4-3 方程式中の変数 
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0<p<0.5のとき、バリアが存在しないと予測される。0.5<p<1のとき、 

バリアが存在すると予測される。 

 各変数の係数を算定したところ、「キャンパス(S,B,p)」「都市

(S,P,C)」「道路(1,2)」「学校の類型(1,2,3)」「Rad」の有意確率<

有意水準α=0.05であることから、これらの要素がFEunitにバリア

の存在との関連が高い（表4-3）。その上で、空間の公共性と安全

性が共にバリアの形成に影響することが考えられる。 

 

5.結論 

市街地に立地するQS-Ranking上位のキャンパスを対象として周辺

市街地との関係、境界空間の開き方に関して、有限要素法を用いて

分析し、以下を明らかにした。 

(1)キャンパス全長に対する各機能の割合を見ると、境界空間に教 

職員と学生の通勤と余暇活動に有効な施設が存在しており、都市

人口が大きいほどキャンパス内外の隣接用途の組合せとしての

FEUnitの長さの平均値が小さくなる。都市規模の拡大や土地価格

の上昇によりキャンパス境界における施設の敷地面積が減少する

ことが影響していることが考えられる。 

(2)キャンパス内の「運動施設」「駐車施設」は、バリア形成の可

能性を高め、「商業施設」はバリア形成の可能性を減らす。都市

の「公共施設」「文化施設」「運動施設」は、バリア形成の可能

性を高めている。 

(3)「歩道のみ」「4車線以上道路」はバリア形成の可能性を高め、

「1-3車線道路」はバリア形成の可能性を減らすことから、空間の

公共性と安全性が共にバリアの形成に影響する。 

 

【補注】 

注 1) Google Map から The University of Melbourne の写真を引用。 
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論文 文化活動の「移動性」と都市空間構造の関係に関する研究  

中国上海の下海廟の「迎神祭」を中心に 

○正 会 員 魯牡丹／九州大学 

              学生会員 謝卓城／九州大学 

                正 会 員 坂井猛／九州大学 

1. 序論 

1.1 研究の背景と目的 

  中国は何千年もの歴史の中で独自の文化を形成し、地域ごとに特

有の「風俗」を持っている。「風」は、特定の行動様式や文化イデ

オロギーが一時的に広まって「移動」する傾向にあり、「俗」は日

常的な文化の情景が黙認され、慣習的に蓄積、演出されることを指

す。このように文化は移動的特性とともに長い時間の中で自然に積

層されてきた。 

  「移動」は、空間の内部と外部を連結し、構造の特性を伝える

「転移性」がある。空間の間で「中間橋」の役割を果たし、空間的

構造に影響を及ぼしているのだ。モバイル技術の発展とともに、

「移動」は現代の生活を組織するための重要な手段になり、既存の

概念を超え、新しい段階に引き上げ、学術界の関心を集めている。

最近、「モビリティ観点」は、「移動」を基に、社会の現象を解釈

し、理論化する研究傾向である。そうした「移動」は、日常的な人

間の動きに限られたが、本研究は人間の「文化の活動」に焦点を絞

り、空間構造秩序との関係について示したい。 

 一方、文化活動である「祭り」には、普段は見えない都市の本質

構造が顕れる。本研究は、「祭りと都市空間構造の関係」を研究の

対象として、文化が「移動」に基づいて演出されるモビリティ現象

を、空間的に視覚化を通じて明らかにすることを目的とする。文化

の変遷による都市空間の構造秩序を探索し、都市空間の活力の創出

に理論的な補完を試みる。 

1.2 研究の内容と方法 

 空間構造は特有の「言語」を含む。中国の上海の「下海廟」地域

は、この「言語」を現在まで存続してきた。下海廟は乾隆1736年か

ら1795年の間に建設された。最初は仏教寺院に過ぎなかったが、文

化の進捗とともに、地域コミュニティの集結地になり、空間構造秩

序が形成された。 
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 本研究は、上海社会科学出版社から1937年に出版した地図「上海

百業指南」を対象とし、「迎神祭」という伝統風俗に対する追跡を

基に、地域文化活動の「移動性」と都市空間構造の関連性を推定す

る。そして、文化変遷に伴う地域都市空間構造秩序について考察を

加える。 

 

2. 下海廟地域の文化活動 

2.1 下海廟地域空間の形成 

 中国の都市は、古くから「ほとんどすべてが特定の守護神または

城隍神によって保護された」と普遍的に受け入れられてきた。 

 下海廟は「下海浦」の河岸に建てられた寺院であった注1)。漁師が

下海浦から出港しており、出港の前後に下海廟に集まって祈りをさ

さげた。次第に、漁民が集まって暮らすようになり、下海寺を中心

に漁村が形成され、上海镇に発展し、今日の「上海」に拡張してい

った(図1、図2)。 

 

図1. 上海の「下海廟地域」の位置略図 

    

図2. 上海の「下海廟」と「迎神祭」 
 

 

2.2 下海廟の「迎神祭」の「移動性」 

 古くから中国では一つの寺院を中心に、教民が銅鑼を鳴らし、太

鼓を叩きながら神を祀り、地域を巡回し、このような文化活動は神

様を迎える「迎神祭」と呼ばれる。 
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  上海の歴史史料「申報」に基づき、迎神祭の移動経路を前述の地

図「上海百業指南」に復元してみた結果、都市は新しい構造が加わ

った。現代的な文化空間として、喫茶店などの伝統文化空間の代わ

りに、上海の最初のシネマである東海大劇院、洋人バーを含む様々

な現代施設が建設された。文化空間は、儀礼および象徴的機能から

文化共感、更に文化消費の役割を果たし、「迎神祭」の動線に沿っ

て密集し始め、広い地域まで拡張された(図3、図4)。 

  

図 3.「迎神祭」路線と文化空間の増設推移注 2) 

図 4.文化活動による文化空間の変遷 

 

 初期の「迎神祭」は、海神を祀り、一つのコースに沿って進行し

たが、次第に規模が拡大し、盛大に行われた。「迎神祭」という特

有の「移動」によって、物理空間の限界を打ち破り、周辺には文化

消費者同士のコミュニケーションが構築された。「迎神祭」はメデ

ィアのような役割を果たし、空間の構造秩序は伝統都市から転移さ

れ、現代都市まで引き続き表した。「下海廟」空間は、地域文化の

発祥地に刻印され、「迎神祭」は、地域コミュニティが結集の契機
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となった。 

 

3. 下海廟地域の都市空間構造 

  アメリカの建築家ヴィトー·アコンチ(Vito Acconci)によると、

人々は２種類の空間に集まる。一つ目は、人々に均等な権利が与え

られた「公的な空間」であり、二つ目は、誰にも権利が設定されな

い「公共化空間」であり干渉も抑制もない柔軟な空間である。アメ

リカの社会学者レイ·オルデンバーグ(Ray Oldenburg)は、柔軟な空

間こそ多孔的で、「人々がコミュニケーションを形成し、疎通を促

進する」と主張した。  

  一方、イギリスの社会人類学者ビクター·ターナー(Vicrot W·Tur

ner)は「空間の構造特性は人間の行為活動を規定する」ことを見破

る。もっとも、多孔的な空間は、能動的で即興的な行為活動の特徴

を現れる。そのため、下海廟地域は、最初から規範にとらわれない

行為活動を見せていた。 

 

図 5.文化活動による地域空間の拡張 

猶太人教会 百老匯大劇院屋顶餐厅 下海廟提籃の商人 海門路人力車夫 

    

図 6.「提籃橋地域」と「上海のゲットー地域」 

  元々「迎神祭」は、即興で自発的だった。「迎神祭」が盛んにな

るにつれて、下海廟周辺には供物屋が立地し、道路沿いの露天供物

商人も増加し、商人は商品の入った手さげかごを持ち集まった。

「下海廟地域」は、‘手さげかごを持ちあげる’の意味で、「提籃

橋地域」と呼ばれ、地域の文化活動の中心になった(図 5、図 6)。 

 20世紀初頭、上海の開港は、西洋文化の流入に伴い、地域文化に

大きな波紋を起こした。この脈絡において、上海は伝統と近代文化
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が入り混じった「万国林立」の様相も描いた。港に近いという地政

学的長所と柔軟な空間構造によって、「下海廟地域」は、最初に異

国的文化の混在を経験することとなった。外国から来た移住者も

「下海廟地域」に押し寄せ、西洋式の建築を建設し、洋式文化空間

を設立し、西洋人が密集して異国的な生活空間を広げ、上海のゲッ

トー (Ghetto)と呼ばれた(図5、図6)。 

 空間構造秩序において過去と類似し、現在とつながったアイデン

ティティが表出される。下海廟地域は、洋式建築や中国の伝統住宅

が、そのまま混在し、都市空間は伝統的な構造の永続性を示すとと

もに、複合的で多層的な構造も見られる。新しい構造が加わるよう

になったが、「迎神祭」による一つの秩序を存続しながら、その領

域を広げていった。空間の構造秩序は文化活動の影響を受けて整備

され、存続していった。 

 

図 7.下海廟地域の種類別空間構造比較 

 

 「迎神祭」の経過有無に基づいて、「上海百業指南」地図の下海

廟地域を、2つのコースを選定し、比較してみた。「迎神祭」が経

過するコースは商業と文化施設が密集した反面、「迎神祭」が経過

しないコースは文化施設が欠乏し、工業施設が密集していた。「迎

神祭」の移動経路は商業が発達し、文化施設が密集した住居地域で

あった(図 7-図 9)。 
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4. まとめ 

(1)「迎神祭」は伝統的文化活動として移動的特性を持ち、「移動

性」によって、人間と空間を結合し、文化的なコミュニティの結束

力に寄与している。 

(2) 下海廟地域の多孔質で柔軟な空間は、地域コミュニケーション

の形成に有益な助けとなっていた。 

(3) 人間は空間を媒介として活動を展開し、文化活動の移動的特性

によって現代空間構造が加わり持続した。 

 都市はどのような原則に従って成長すべきか、これは都市計画領

域における永遠の研究テーマである。それにもかかわらず、都市は

都市ごとの秩序で再編成され続けてきた。文化活動の「移動性」は

都市空間構造と直接的に関連している。ダイナミックなモバイル文

化が興行している今日、これからの都市計画に対する理論的な補完

が期待される。 

 

[注釈] 

注1）「浦」は元々小さな人工河川を指す言葉であった。宋代時期に至り、江

の氾濫を防止するため、「浦」という水路を開設された。その後、江の

水流が替えりつつ、「浦」が徐々に消失し、現在「下海浦」は「海門路」

になっている。 

注2） 1893年、1894年の上海の歴史史料「申報」に基づき復元した下海廟の迎

神祭の移動経路である。 
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報告 新しい景観づくりー最先端科学技術の芸術デザインへの応用  

 

〇正会員 児玉由美子／岡山県立大学  

 

１．背景と目的 

現在の景観デザインは建築とか単体でなく人との関係や周りのモ

ノとの関係で創出される運動体のようなものだと思っている。2020

年はの東京五輪の中心になる先端科学技術は IOT であると想定して

いた。胸につけるコサージュという花のアクセサリーから発信され

る可視光通信や IOT 技術で宇宙の人口流れ星とつながり演出を想定

していたがコロナで延期になり根本から提案を変えた。 

生命科学 IOT 通信技術 西陣織などの伝統技術 と精神文化を融

合させた作品は何かというテーマに変更した。コロナウィルスも作

品の範疇に取り込んだ。2020 年 4 月上旬の提案会議の前日に東京五

輪が延期になりショックであったが研究制作は続けた。どのような

状況にあっても創作への熱は失わないと決めていた、五輪ほどの大

きな国際行事になれば計画通りには進まず関係者の情熱だけが支え

となり中核にいるものは絶対にぶれないことが不可欠であると信じ

てきたからだ。北京五輪の時も四川地震に始まり内紛など紆余曲折

し計画変更を余儀なくされてきた経験がある。絶対にやると信じた

自分の力が多くの者を動かし実現に至った経験があった。冷静に判

断して別のルートで山を登るのだ。コロナ下での異常事態でどうす

るのかが背景にありまたこれを克服して新しい景観をつくる可能性

もあると信じることそのものが目的と化した。本講演ではだめにな

ったときに私はどうしたかの経験を報告する。成功体験ではなくだ

めな中から新しい世界を表出していったところを見てほしいと願う。 

最近世界の話題になっているブルースリーの言葉に BE WATER 

水になれという言葉がある。形のない変形自由の水や光は私たちに 

新たな感性を生み出させ 新しい景観を創出するであろう。 

 

２．経過 

万博五輪は常に新しい技術を見せる国威発揚の場ともなってい 

いる。2008 年は北京五輪は慶応大学の開発した LED 可視光通信が

最先端科学技術でありモニュメントとして完成させ発表できた。

2020 年はどういう技術があるのか想定し研究を重ねてきた。 

IOT 通信技術 生命科学 宇宙開発技術 が中心であり それに日

本の伝統技術である 西陣織 お守りに代表される精神文化 の融

合になると考えていた。 
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最先端科学技術は生命科学分野の遺伝子操作で光る絹糸を使うこ

とを考えていた。アメリカでノーベル化学賞を受賞した下村博士の 

光るクラゲの技術を応用した農研機構の絹糸は東京五輪までに形に

したいと関係者の意欲があった。遺伝子操作で生み出された生糸は

京都の西陣織の企業の機織り機で布になった。私は若手の作家に頼

みワッペンのように模様化して制作させた。出来上がりが素晴らし

く組織委員会で開催される野村萬斎氏らの会議に乗って内定したの

である。その後連絡はなく野村萬斎らの会議は 2020 年 12 月解散さ

れた。 

オリンピックは業者の膨大な金額の寄付で成り立っているという

ことで東京五輪は特に企業を厳しく制限していたように感じていた。

通信はドコモ 携帯電話はサムソン というように規制されており

当時はソニーの技術が最先端と思っていたがドコモを使わないとな

らなかった。然し IOT で出遅れていたドコモは小さな 3.8 センチの

GPS を開発したのである。お守り袋にぴったり入ったのである。お

守り袋は由緒ある京都の神社仏閣専門の制作会社に本ゆだねた。 

当初 私は GPS は花につけようと思っていた。 

つまみ技術を使ってコサージュを作ったのでこれにＧＰＳを付け

て胸につけてもらい通信技術をつなげて開会式の演出を考えていた。 

しかしこれはイベントの道が閉ざされてしまいコロナ対策用に変更

したのである。つぎつぎと変わる状況であってもめげることなく挑

戦した。すべてが日の目を見ないように思われたが 2022年 6月 29

日 国連がスイスで開催した オリンピックとアートという国際会

議に中国代表でリモートであるが講演させていただき 尾崎豊の金

のためじゃなく夢のため愛のためそんな生き方したいというかしの

フレーズを紹介したところ世界に CNN から放送されたのです。 

様々な人の力が結集し完成をしても日の目を見ないこともある。で

もそのまっすぐの真摯な努力は別の形で報われていくものだと思っ

た。建築家の隈研吾氏 安倍首相昭恵夫人などが身に着けてくれた。

同品は製品化し 岡山でドコモとアプリ会社と組み 地域の神社か

ら販売を目指している。 

 

まとめ 

新しいものを作ること 新しい景観を生み出させること それは一

人一人の真摯な生き方から生じるもの。BE WATER！ 

BE LIGHT！   
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報告 風景にきづく景観をきずく 

 

   〇 冨山万里子／男女・子育て環境改善研究所 



94 

 

 

 

 



95 

 

 

 

 



96 

 

 

 

 



97 

 

 

 

 

 



98 

 

 

 

 



99 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アジア景観デザイン学会 2022福岡大会紀要 

発行 2023年 2月 20日 

事務局 819-0395福岡市西区元岡 744 

九州大学大学院人間環境学府 坂井研究室 

 


